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「「寺寺院院振振興興支支援援対対策策（（過過疎疎対対策策））」」のの基基本本方方針針��
�

�

�

＜目的＞� � 宗門の伝道教化基盤の充実振興を図る�

�

＜対象＞� � 「過疎地域」に所在する寺院、並びに過疎化現象から生じる� �

門信徒数の減少などにより、寺院の護持・運営が困難な状況に

ある寺院が、「寺院規程」に定める“寺院の目的”を果たす� � �

ことができない、または将来その可能性が高い寺院�

�

＜方法＞� ○「寺院規程」に定める“寺院の目的”を果たすことができるよ

う支援する�

○寺院の実態に即した対応をするため、教区と綿密な連携を図る�

○寺院の護持・運営等に関する相談に対応する�

�

以� 上�

�

�

�

［註］�����平成 ���年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞立案第 �� 号��平成 �� 年 � 月 � 日付決裁�に基づく。 �
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令令和和 �� 年年度度「「寺寺院院振振興興支支援援対対策策（（過過疎疎対対策策））推推進進計計画画」」��

～過疎地域を始めとする寺院等への振興支援～�

�

推進項目� 推進事項� 参考�

寺寺院院振振興興金金庫庫��

��

○寺院の振興及び活動の支援並びに統廃合等に必

要な資金の貸付、助成。�

【宗派支援】�

教区寺院振興対策委員会を通じた申請に基づく

財的支援�

＜＜令令和和元元年年度度支支援援実実績績＞＞��

・法座活動：４教区１９法座�

・寺院解散・合併：�

３教区� ４ヶ寺�

・寺院設立：１教区� ２ヶ寺�

寺寺院院実実態態調調査査��

独独自自対対策策策策定定・・推推進進��

��

○人口減少、地域社会の活力低下によって引き起

こされる寺院関係者（僧侶・門徒）の問題、課題、

対応事例の把握。対策を検討・策定する基本情報

の収集。�

○把握した情報を基に、地域性や教区事情など様々

な事情を踏まえた効果的な対策策定と推進。�

【宗派支援】�

対策推進助成金（上限有）の交付�

＜＜調調査査方方法法実実例例＞＞��

・アンケート調査、ヒアリング

（組巡回、移動教務所）�

＜＜対対策策実実例例＞＞��

組活動による法務支援、婚活の

開催（後継者対策）、法座活動の

支援、長期減免寺院への対応�

離離郷郷門門信信徒徒ののつつどどいい��

（（ふふるるささととのの会会））��

��

○ふるさとを離れて過ごす門信徒や核家族世帯の

子どもや孫が、浄土真宗のみ教えに触れていただ

くための場づくり。�

○寺院・組・教区単位いずれの開催も可。 
【宗派支援】�

会場の無償提供、開催助成金（教区・組・寺）、

記念品の交付。※年 �回程度�

＜＜令令和和元元年年度度開開催催実実績績＞＞��

・本願寺� � ��� ７件�

・築地本願寺� ３９件�

・津村別院� � � ４件�

・広島別院� � � ７件�

・国府別院� � � １件�

・その他� � � � １件�

合計� ５９件� �

（�� 教区、教区開催 �、組開催 �� 件、

新規 �件、参加者 ����� 名）�

地地域域・・寺寺院院活活性性化化��

（（実実践践事事例例紹紹介介））��

��

○「地域・寺院活性化」を目的とした事業や事例の

情報収集及び紹介。�

○「過疎問題への対応実例」情報の収集及び紹介。

（「今後の寺院のあり方、存続の方途」）�

【宗派支援】�

宗派公式 ��� サイトでの情報提供�

宗宗派派 ������ ササイイトトへへ事事例例掲掲載載��

＜＜事事業業例例＞＞�

・８件�

＜＜実実践践事事例例＞＞�

・３０件�

相相談談窓窓口口��

��

○人口減少・少子高齢化・核家族化などの影響で、

護持・運営が困難な現状や将来展望等についての

相談窓口。�

【宗派支援】�

メール、ＦＡＸ、文書での相談受付�

＜＜相相談談実実績績（（主主なな内内容容））＞＞��

・宗派の取り組み内容�

（各種資料請求など）�

・寺院護持・存続�

（自坊の行く末、後継者問題

など）�

�
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�

「令和 �年度�寺院振興支援対策（過疎対策）推進にあたって」�
寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞�

�

１．「寺院振興金庫」について�

○「法座活動が困難な寺院」への支援をご検討ください。�

教区の「人的支援」に対し、助成金を交付しています。教区内寺院の実情をもとに、布

教団や過疎対応支援員と連携を図るなど、「法座活動の支援」についてご検討ください。�

�

��

２．「離郷門信徒のつどい」（ふるさとの会）について�

〇会場の使用（無償）についてご協力をお願いします。�

開催会場は、本山・築地本願寺・名古屋別院・津村別院が主でしたが、国府別院・顕道

会館・広島別院での開催も増えて来ています。�

教務所・別院等の会場使用につきまして、ご協力のほど宜しくお願いします。�

�

 

３．「教区寺院振興対策委員会」への支援について�

○教区の独自対策へ助成金を交付しています。�

過疎問題に対応する「寺院実態調査」や「講演会」「寺院子弟研修会」「婚活イベント」

など、独自対策に対して助成を交付しております。（過疎対応支援員との連携含む）�

�

�

４．「地域・寺院活性化」について� �

○「地域・寺院活性化」情報をご提供ください�
「地域」や「寺院活性化」に取り組む実践事例等について宗派公式 ��� サイト等にて情

報発信をしています。寺院振興に資する情報のご提供をお願いします。（過疎対応支援

員との連携含む）�

�

�

５．「相談窓口」の充実について�

○相談しやすい環境づくりを�

既に各種相談や対応（後継者問題、教区内寺院の紹介、解散・合併手続き事務手続き指

導等）がなされていることと存じます。教区内寺院が相談しやすい環境づくりをお願い

します。併せて、宗派の相談窓口についてもご周知ください。�

�
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�

●� 過疎対応支援員について�

� ○候補者選出についてご協議ください�

� � 過疎対応支援員は令和 �年 �月末現在、�� 教区（富山、石川、福井、岐阜、滋賀、奈

良、和歌山、山陰、四州、備後、安芸）に配置し、�教区（京都、山口、大分、宮崎）

で候補者が選出され研修中であります。�

� � また、ご依頼中の � 教区（長野、国府、高岡、兵庫、鹿児島）におかれましては、教

区寺院振興対策委員会でのご対応として、候補者選出についてご協議いただきますよ

う宜しく願い申しあげます。�

�

�

●� 宗派公式webサイトでの過疎対策情報について�

○『宗派公式 ��� サイト』をご確認ください�

トップ画面の「寺院振興支援対策（過疎対策）について」からご確認ください。宗派の

取り組み情報も確認いただけます。�

�

�

●� 寺院活動支援部への月々報告について�

○過疎対策に資する報告をお願いします�

「教区寺院振興対策委員会」の開催及び、各種委員会や行事など、過疎対策に資する

情報はお知らせください。集約した情報は中央寺院振興対策委員会等で共有させてい

ただいております。�

�

�

以� 上 
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「「離離郷郷門門信信徒徒
り き ょ う も ん し ん と

ののつつどどいい（（ふふるるささととのの会会））」」��

開開催催ののごご提提案案��

――子子 どど もも たた ちち へへ 、、 おお 念念 仏仏 のの 声声 をを とと どど けけ るる たた めめ にに ――  

��

長いあいだ、お念仏は「家」の伝統のうえに伝えられてきました。「家の宗教」� � � �

だったから教えに出会えたという人もありました。�

しかし現在、その「家」のなかで育まれた伝承は崩れつつあるのではないでしょう

か。阿弥陀さまの前で深々と頭を下げる父を見て育った人も、口ぐせのようにとなえ

る母の念仏を聞いて育った人も、「家」を離れ、自分が父や母となり、そして老いは

じめています。�

しかも、その子どもたちには、そんな父や母の「こころの風景」は見えにくくなっ

てきました。郷里を離れ、年月を重ねると、いまでは極めて細い糸でお寺とつながっ

ているかのようにも感じます。�

いま、この細い糸をたぐり、より合わせてもっと太い糸や綱にしておかねば、将来、

どうなっていくのでしょう。�

お釈迦さまは、「美田に種子おろすべし」と示唆されたといいます。�

その美田とは、誰かが阿弥陀さまに頭を下げる情景を見、どこかでお念仏の声を聞い

て育った人々のところに残されているのではないでしょうか。�

その人々と、またその子どもたちとつながっていこう、そして細い糸をより太いも

のにしていこうというのが、ここに提案します「離郷門信徒のつどい」です。�
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�

�

「「ふふるるささととかからら  おお念念仏仏をを伝伝ええににいいききまませせんんかか」」��
 

宗門では、全国各地の人口集中都市へ移り住まれている寺族や門信徒、また、核家

族で過ごされている次世代の方々への伝道に取り組むため、直轄・直属寺院等を会場

とする「離郷門信徒のつどい」の開催を奨励しています。ふるさとを離れて過ごされ

ている門信徒の方々とご住職、そして、浄土真宗のみ教えとの出遇いの場を提供する

ものです。 

ふるさとやお寺と離れて暮らす方々が、浄土真宗のみ教えに出会い、手を合わせて

いただく機会が増えることを願っています。� �

現在、さらに多くの方々がご法縁に恵まれますよう「離郷門信徒のつどい」を開催

する団体に対して、開催規模に応じた助成金の交付を行うなど下記の通り支援をいた

しております。 

浄土真宗のみ教えを、次の世代へ伝える場としてご活用いただきますようご案内�

申しあげます。 

 

記�

１．支援内容� � ���「離郷門信徒のつどい」開催にかかる相談・受付�

� � � � � � � � ����会場・備品等の無償貸与（事前に日時確認･申込等が必要です）�

� � � � � � � � ����当日の開催補助及び開催助成金の交付�

�

※ご不明な点・ご質問などございましたら、寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞� �

までお問い合わせください。�

�

�

寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞�

〒��������� � 京都市下京区堀川通花屋町下ル�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � 浄土真宗本願寺派宗務所内�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � ℡�������������（代表）�

�����������������

������� �����������������������������
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区
分

貸付種類
貸付期間

（据置期間含む）

②②
主主たたるる事事務務所所のの移移転転

国内開教の必要が認められる地域で、
寺院又は非法人寺院の主たる事務所
を移転する場合

１口
１００万円

上限１０口
（特別に理由がある場合で
総局が認めた場合３０口）

従従たたるる事事務務所所のの設設置置
国内開教の必要が認められる地域で、
新たな寺院活動を目的とした従たる事
務所を設置する場合

１口
１００万円

上限１０口

寺寺院院振振興興金金庫庫ののごご案案内内

　親鸞聖人750回大遠忌宗門長期振興計画の重点項目として「過疎・過密対策」が掲
げられ、その対策の１つとして一般寺院の振興支援並びに国内開教の促進を図るた
めの財的支援（貸付・助成）を目的に設置されたのが、「寺院振興金庫」です。この金
庫が行う貸付・助成内容については以下の通りです。
　なお、貸付利息は、実際に貸付を行う年度の４月１日の基準割引率及び基準貸付
利率（公定歩合）に、0.5％を加算した数を乗じた額になりますので、ぜひご活用くだ
さい。

＜＜貸貸付付＞＞

貸付条件 貸付額

国
内
開
教
対
策

①①
開開教教拠拠点点のの設設置置

国内開教の必要が認められる地域で、
新たに寺院の設立を目的とした開教拠
点を設置する場合

１口
１００万円

上限３０口
（特別に理由がある場合で
総局が認めた場合５０口）

２０年以内

１０年以内

③③
都都市市開開教教専専従従員員のの
開開教教活活動動資資金金

都市開教専従員の当初の開教活動資
金として必要な場合

１口
１００万円 上限１０口 ２０年以内

寺
院
振
興
支
援
対
策

④④
本本堂堂新新築築・・修修復復

寺院又は非法人寺院の機能の振興を
目的として、本堂新築又は修復の場合

１口
１００万円

（新築）上限２０口

（修復）上限１０口
１０年以内

⑤⑤
境境内内建建物物そそのの他他施施設設・・
環環境境のの整整備備

寺院又は非法人寺院の公益的活動の
展開を目的として、社会福祉及び介護
等にかかる施設や設備の新設・購入、
並びに境内建物その他施設におけるバ
リアフリー環境の整備を行う場合

１口
１００万円 上限５口 １０年以内

⑥⑥
寺寺院院後後継継予予定定者者
就就学学資資金金

寺院後継予定者の就学資金として借り
入れたい場合
（短期大学を含むすべての大学及び仏
教学院における就学期間を対象）

１カ年
５０万円

最長４カ年
(５０万円×４年)

１０年以内

※就学期間終了後
から返済開始

借
換

資資金金のの借借換換ええ
銀行その他の金融機関からの借入金
の返済資金に充当する場合

上記①～⑤の借入目的を対象とし、
同貸付額及び同貸付期間になります
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助成種類 助成方法

②②
開開教教拠拠点点のの設設置置

助成条件

１００万円

助成額

住職等の申請により、
寺院に対して交付します

５０万円

２０万円

一法座につき３万円
（同一法座は年２回まで）

浄浄土土真真宗宗本本願願寺寺派派　　寺寺院院活活動動支支援援部部＜＜国国内内伝伝道道・・寺寺院院伝伝道道支支援援担担当当＞＞

TTEELL：：007755--337711--55118811（（代代表表））・・FFAAXX：：007755--335511--11221111

＜＜助助成成＞＞

①①
寺寺院院のの設設立立

④④
寺寺院院のの合合併併・・解解散散

寺院又は非法人寺院が合併・解散及び
これに伴う境内建物の除却を行うとき

・寺院の合併にかかる事務費
　　　　　　　　　　　上限１０万円
・寺院の解散にかかる事務費
　　　　　　　　　　　上限２０万円
・寺院の合併・解散にかかる境内建
物除却費用の半額補助
　　　　　　　　　　　上限１００万円
（該当費用相当額の1,000円未満は切捨）

新たに宗教法人たる寺院を設立したとき

住職の申請により、
寺院に対して交付します

③③
法法座座活活動動のの支支援援

寺院又は非法人寺院の活動支援を目的
として、教区が人的支援を行ったとき
（eｘ.住職が不在等の理由で法座活動が
困難な寺院）

◇◇貸貸付付・・助助成成ににああたたっっててはは、、各各教教区区のの寺寺院院振振興興対対策策委委員員会会にによよるる事事前前審審査査をを経経てて、、９９月月末末日日（（必必着着））ままででにに寺寺
院院活活動動支支援援部部<<国国内内伝伝道道・・寺寺院院伝伝道道支支援援担担当当>>へへごご提提出出くくだだささいい。。ななおお、、貸貸付付申申請請ににつついいててはは、、各各寺寺院院のの事事情情
をを考考慮慮いいたたししまますすののでで、、各各教教区区をを通通じじてて事事前前ににごご相相談談くくだだささいい。。

教務所長の申請により、
教区に対して交付します

新たに寺院の設立を目的とした開教拠
点（都市開教専従員の駐留拠点含む）を
設置したとき

新たに非法人寺院を設立したとき
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「「寺寺おおここしし事事業業（（事事例例））のの紹紹介介」」ににつついいてて��

全国的に過疎・少子高齢・核家族化の影響を受け、寺院の存続が危ぶまれている現状があります。�

ご自坊やお知り合いの寺院において、「寺院の活性化」や寺院周辺の「地域おこし」に取り組んでおら

れる事業や活動がありましたらご紹介ください。宗派公式 ��� サイトなどで事例紹介いたします。�

例えば、お寺でご門徒と取り組んでいる農作物やその加工品については、法座や行事の記念品として、

また、宿坊や精進料理をされているのであれば研修旅行として利用いただくなど、寺院の交流を通して、

より活発な寺院活動に結びつくことを願っています。�

事業以外にも、「今後の寺院の在り方、存続の方途」に資する活動事例についてもご紹介いたします。

「寺おこし」に取り組んでいる事業や活動がございましたら、是非お知らせください。�

�

例）「私が取り組んでいる〇〇〇〇を他の寺院に紹介します」�

「近くの〇〇寺さんが、こんな取り組みをされています」�

「〇〇組では、こんな取り組みをしています」�

■「寺おこし事業」�

事業� 内容（具体例）�

物品の生産・加工・販売� ご門徒と一緒に育てたサツマイモ、ご門徒の生産品を加工したジャム、門

徒の定住を支援するワサビ、寺院でデザインした箸の販売�

寺院運営に資する事業� 社会福祉事業（就労支援）、宿坊、精進料理�

�

■「今後の寺院の在り方、存続の方途」（事例）�

事例テーマ� 内容（具体例）�

①教区・組の相互扶助� 大きな組織で取り組んでいる事例�

（「人的・財的支援の相互扶助」）�

②寺院を護持するために� 寺院運営に資する事例�

（「ご門徒の要望に沿った納骨堂の建立・運営」「計画的な運営費の確保・節約術」）�

③次世代への継承� み教えを次の世代へつなげる活動事例�

（「後継者の確保」「ご門徒から住職」「お寺の記録を残す」「墓地・お仏壇の継承」）�

④地域資源の活用� 地域の「空き家」や「耕作放棄地」などを資源として活用した事例�

（「門徒の宿泊場所（ゲストハウス）」、「貸し農地」）�

⑤つながる・つなげる� 地域を離れた門信徒とつながる・つなげる活動事例�

（「寺報、ホームページ、��� やメールの活用」「現在帳の作成」「帰省を利用した活動」）�

⑥人的資源の活用� 団塊の世代・前住職・前坊守の活動実例�

このほか、過疎・少子高齢化、核家族化に伴う寺院及び門信徒の課題への対応実例についてもお知らせ

ください。�

�

寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞�

〒��������� � 京都市下京区堀川通花屋町下ル�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � 浄土真宗本願寺派宗務所内�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � ����������������（代表）�

����������������（代表）�

������� �����������������������������

�
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�

過疎地域とは、「人口が減少している地域」という意味だけではありません。「過度なる人口減

少」と共に、「地域社会の活力が低下」し「基礎的生活条件の維持が困難な状態にある」という問

題を抱えています。�

�

向都離村から生じる人口減少は、必ず門信徒の減少とは言えませんが、門信徒の後継者を失うこ

とを誘引しています。ひいては、門信徒による寺院の運営・護持を維持する力を弱めることにつな

がります。人口減少は避けることのできない問題です。寺院活動から生じる収入に依存することの

ない、寺院の運営・護持が成り立たなければ、「寺院活動の存続」は極めて困難な局面を迎えるこ

とになります。�

�

ご住職は、寺院の主宰者である責任感を強く持たれ、周囲からの期待も高く、寺院活動を続けて

いただいています。今後、益々人口減少が進む時代社会にあって、寺院活動の存続は、重大な問題

となります。寺院がその地域（人）にとって、「なくてはならない」とする「在り方」を示せるか否

かは、寺院の存否に関わることになります。この「寺院の在り方」から導かれる「伝道・教化活動」

や、「地域の教線維持」は、主宰者たるご住職へ一任され展開されています。�

�

寺院の状況は様々ですが、ご住職が現状の課題への対応や、寺院の将来展望を案じておられるこ

とを静観することがないよう「寺院振興に向けた相談窓口」を設けています。�

�

メール・ＦＡＸ・お手紙にてご相談ください 
（相談フォームは宗派公式 web サイト「過疎対策」内にございます） 

�

～～ここんんななごご相相談談ををいいたただだいいてていいまますす（（主主なな事事例例））～～��

�� １．「宗派の過疎対策についての資料がほしい」（組会・連研で活用したい）�

� ２．「住職代務をしている寺院の今後について相談にのってほしい」�

３．「近隣の過疎地域の現状を見てほしい」�

４．「住職を退任し、年金で生活をしている。時間的な余裕もあるため、過疎地域�

の寺院でお手伝いできないか」�

� ※この他、寺院運営について、「離郷門信徒のつどいの開催」、「寺院振興金庫（貸付・助成）」や、

「寺おこし事業の紹介」に関すること等、ご相談やご要望等をいただいています。�

�

�

【相談・連絡先】寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞ 
� kokunai-kaso@hongwanji.or.jp 

� 075-351-1211（直通） 

  〒600-8501 京都市下京区堀川通花屋町下ル 

                   浄土真宗本願寺派宗務所内 

相 談 窓 口 
寺院振興に向けた 

～お寺のことは門徒さんの一大事～ 
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２０� ○（� � � ○）年� ○月� ○日�

総� 局� 御� 中�

�

○� � �教区寺院振興対策委員会委員長�

� � � � � � 教 区 教 務 所 長�

�

� � � � � � � � � � � � 印� �

�

○○教区寺院振興対策委員会開催報告書�

�

標記委員会を開催いたしましたので、下記の通り報告いたします。�

開催期日� ����（� � � � ）年� � 月� � 日（� � ）� � ：�� ～� � ：�

会 場� ○○� 教区教務所� 会議室�

出 席 者� �

日 程� �

次頁へ続く�

� �
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協議事項� �

協議内容�

（詳細）�
�

特記事項� �

以� 上�
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「「教教区区寺寺院院振振興興支支援援対対策策（（過過疎疎対対策策））推推進進助助成成金金」」交交付付基基準準��

�

「教区寺院振興支援対策（過疎対策）推進計画」推進に必要な財的支援として以下の

対象事項について助成金を交付する。�

�

１．助成対象� � １）「寺院実態調査」にかかる交通費�実費���

教区寺院振興対策委員（委員長含む）及び事務局（教務所職員）

により実施されるもの。《千円未満切り捨て》�

（但し、�� のグリーン料金を除く。他の交通機関を使用する場合もこれに

準ずる。※教区巡回は教区事業として対象外）�

（実態調査例）�

・「地理的、状況的に調査が必要と思われる寺院」への調査�

（離島、へき地、限界集落、無住、賦課金滞納、不活動、音信不通、

解散・合併検討中等）�

・「寺おこし事業」紹介に向けた事前調査�

� � � � � � � � �

２）「独自対策推進」にかかる経費（実費）�

� � � � � � � � � � 「教区寺院振興支援対策（過疎対策）推進計画」にて独自対策

として実施されるもの。� � � � � � � � � �

� � � � � � � � � （対策推進事例）�

・寺院振興支援対策（過疎対策）に資する啓発活動�

（講演会・シンポジウム開催にかかる講師招聘費）�

・過疎問題への具体的な対策�

（寺院後継者対策：お見合い会実施経費補助）�

�

２．交�付�額� � 実施にかかる実費額� ＜上限 � 万円（年間）＞�

※広域並びに � 都県以上に亘る教区において、上記１）寺院実態調査を実施� �

した場合、その助成にかかる上限を � 万円追加し、� 万円とする。�

［対象教区］北海道、東北、東京、新潟、東海、兵庫、四州、備後、山陰、長崎、鹿児島�

３．交付方法� � 教区寺院振興対策委員会委員長からの申請に基づき交付する。�

教務所口座に振り込むものとする。�

４．必要書類� � １）「寺院振興支援対策（過疎対策）推進助成金」交付申請書�

� � � � � � � � ２）「寺院振興支援対策（過疎対策）」実施報告書�

� � � � � � � � ３）「寺院振興支援対策（過疎対策）」実施経費明細書�

�

［註］令和 � 年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞立案第 � 号�令和 � 年 � 月 ��

日付決裁�に基づく。�

以� 上�
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２０� � （� � � � ）年� � 月� � 日�

�

総� 局� 御� 中�

�

�

教区寺院振興対策�

� � � � � � � 委 員 会 委 員 長� � � � � � � � � � � � � ㊞�

�

�

�

「教区寺院振興支援対策（過疎対策）推進助成金」交付申請書�

� �

今般、寺院振興支援対策として、������������を実施いたしましたので、

下記の通り助成金の交付を申請いたします。�

�

記�

 
１．助成金申請額� � 金� � � � � � � � � � � � 円也�

（交通費・経費等明細書別添）�

�

２．実�施�概�要�� � 報告書別添�

�

�

���開催後、早急に提出すること。�

���年度末�� 月�開催予定の場合、事前に寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞へ報告

すること。�

�

以� 上�
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№ 名　　前 役　職

�

2

�

�

5

小　計 ①

№ 内　　容 内　訳

�

2

�

�

5

�

7

小　計 ②

（上限50,000円）

合　計
(千円未満切り捨て)

①＋②

①寺院実態調査（交通費）

②独自対策推進（経費）

※広域並びに2都県以上に亘る教区において、上記①寺院実態調査を実施した場合、
　その助成にかかる上限を2万円追加し、7万円とする。

「「教教区区寺寺院院振振興興支支援援対対策策（（過過疎疎対対策策））」」実実施施経経費費明明細細書書

［対象教区］北海道、東北、東京、新潟、東海、兵庫、四州、備後、山陰、長崎、鹿児島

支給額(交通費実費額)

金　額
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２０� ○（� � � ○）年� ○月� ○日�

総� 局� 御� 中�

�

○� � �教区寺院振興対策委員会委員長�

� � � � � � 教 区 教 務 所 長�

�

� � � � � � � � � � � � 印� �

�

「教区寺院振興支援対策（過疎対策）」実施報告書（実態調査・独自対策）�

�

今般、標記対策を実施いたしましたので、下記の通り報告いたします。�

実施期日� ����（� � � � ）年� � 月� � 日（� � ）� � ：�� ～� � ：�

実施場所�

（会場）�

○○○○組� ○○寺� �

（○○別院、○○公園、○○ホテル）�

出向者�

（参加者）�

�

�

日 程� �

次頁へ続く�

� �
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推進事項�

（報告事項）�

１．「寺院実態調査」�

・○○組� ○○寺（� � � � � � にかかるもの）�

２．「独自対策推進」�

� � ・�

推進内容�

（詳細）�
�

特記事項� �

以� 上�
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�

「「離離郷郷門門信信徒徒ののつつどどいい開開催催助助成成金金」」交交付付要要綱綱��
�

１．目� � 的� � この要綱は、寺院振興対策（寺院振興支援対策及び国内開教対策）の� � �

活動たる「離郷門信徒のつどい」について、宗門の教線維持・拡充対策

としてこれを支援するため、開催団体（教区・組・寺院）への助成金� � �

交付に関して必要な事項を定める。�

�

２．交付対象� � 「離郷門信徒のつどい」開催団体�

（教区・組・寺院・その他「離郷門信徒のつどい」を開催する団体）�

※なお、教区内の離郷門信徒を対象とする開催については、組単位で

の開催を主とする。�

�

３．助�成�額� � 開催単位に応じた助成金を交付する�

①教区、都道府県単位・・・�� 万円�

②組、市町村単位・・・・・�� 万円�

③寺院単位・・・・・・・・�� 万円�

�

４．交付の申請� � 各会場の事務局へ「離郷門信徒のつどい」開催を申込のうえ、所定の� �

「離郷門信徒のつどい開催助成金交付申請書」（様式１）の提出を行う。

交付申請にあたっては「つどい」開催の � 週間前までに提出しなければ

ならない。�

�

５．申�請�先� � 各会場の事務局・申請先は以下とする�

１）京都・本山本願寺・・・・・・寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞�

２）東京・築地本願寺・・・・・・築地本願寺＜首都圏開教推進部＞�

３）愛知・本願寺名古屋別院・・・中京都市圏都市開教対策本部事務室 
４）大阪・本願寺津村別院・・・・京阪神都市圏都市開教対策本部事務室 

※上記以外の会場（直属寺院等）にて開催を希望する場合は、寺院活動支援部�

＜過疎地域対策担当＞が申請を受け対応する�

 
６．交付の決定� � 「離郷門信徒のつどい開催助成金交付申請書」の提出があったときは、�

事務局の長はこれを審査し、助成金を交付すべきものと認めたときは�

交付と決定し、「助成金交付決定通知書」（様式２）を対象者に送付する

ものとする。 
�

７．交付の取消� � １）申請内容が目的に合致しない場合や、提出期限までに正当な理由� �

なく申請書等が未提出の場合。�

２）開催が中止もしくは届け出なく延期になる場合。�

�

＜添付書類＞� � １）「離郷門信徒のつどい開催助成金交付申請書」（様式１）�

� � � � � � � � ２）「助成金交付決定通知書」（様式２） 
 
［註］����（令和 �）年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞基本立案第 � 号�

�����（令和 �）年 � 月 �� 日付決裁�に基づく。� �

以� 上 
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（様式１） 

年� � 月� � 日 
浄土真宗本願寺派 総長 
（築地本願寺宗務長、中京・京阪中京都市圏都市開教対策本部長） 

� � � � � � � � � � � � � 様 
 
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � （教区・組・寺院） 
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �  

代表者� � � � � � � � � � � � � � � 印 
 
 

「離郷門信徒のつどい」（ふるさとの会）開催助成金交付申請 

 
このたび、当（教区・組・寺院）におきまして「離郷門信徒のつどい」（ふるさとの

会）を開催いたしますので、助成金を交付いただきたく、申請いたします。 
 

記 

申請額� ￥� � � � � � � � � � � � � �  

 
名� � 称 

 
 
 

 
開催日時 

 
年� � 月� � 日（� � ）� � ：� � ～� � ： 

 
 
会 場 名 

 
 
その他（� � � � � � � � � � ） 

 
参加者数 

 
名 

（できるだけ正確にご記入ください） 
 
備� � 考 

 
 
 

※�必ず開催の �週間前までにご提出ください 
 

○申請内容が助成目的に合致しない場合や、締切期限を越えた場合は交付できません。 
○開催が中止もしくは延期になる場合は必ずご連絡ください。 

以� 上 
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（様式２） 
 

年� � 月� � 日 
 （申請者） 
 
� � � � � � � � � � � � �   様 
 

寺院活動支援部� � � � � � �  
部長� � � � � � � � � � �  

�

�

助成金交付決定通知書�

�

今般、���� （� � � �）年��� 月�� �日付で申請ありました「離郷門信徒のつどい」

（○○○○の会）については、下記のとおり助成金交付を決定いたしましたので通知

します。��

�

記 
 
１．助成金額� � � � � � � � � � � � � 円 
 
２．開催種別� � ①寺院� ②組� ③教区�  
 
３．留意事項� � ���開催内容が申請内容に合致しない場合は交付できません。�

���開催が中止もしくは延期になる場合は必ずご連絡ください。�

���当日は必ず判子をお持ちください。 
�  

以� 上 
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「「寺寺おおここしし事事業業のの紹紹介介」」実実施施要要項項��

�

�

１．名� � 称� � 「寺おこし事業の紹介」�

�

２．主� � 旨� � 全国的に進行している過疎・少子高齢・核家族化の影響を

受け、寺院の存続が危ぶまれている現状の中で、寺院振興

を目的として取り組まれている寺院事業を紹介し、寺院活

動の活性化を促進するもの�

�

３．周知方法� � １）『宗報』連絡のコーナーへの掲載�

� � � � � � � � ２）「教区寺院振興対策委員会」による周知�

�

４．事務手続� � １）教区内寺院への周知・案内の実施�

２）教区内寺院にて行われている各種寺院振興事業につい

て、情報提供の窓口として受付を行う�

【情報の必要項目】�

� � ①事業について（名称、内容、目的）�

②寺院名（教区・組・寺号）�

③寺院との関係（住職・坊守、教化団体等）�

④連絡先�

⑤事業を行っている寺院の了承確認�

３）情報を整理し、「教区寺院振興対策委員会」委員長の

承認をもって、総局へ紹介方申請する�

※事務局（寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞）におい

て、情報を精査したうえ、宗派公式ホームページ等に随

時掲載し紹介します�

�

５．審査基準� � １）寺院活動の活性化を目的とした事業であること�

２）浄土真宗の教義に反しないもの�

�

６．留意事項� � 寺院活動の活性化促進を目的として、寺院事業を紹介する

ものであり、それ以外にかかる事項については当事者間に

て対応いただくこととなります�

�

７．紹介方法� � １）宗派公式ホームページへの掲載�

� � � � � � � � ２）その他、宗派機関紙への掲載等�

�

８．添付書類� � １）「寺おこし事業の紹介」記入用紙�

�

�

［註］�����平成 ���年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞立案第 � 号

�平成 �� 年 � 月 �� 日付決裁�に基づく。�

�

以� 上�
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「「寺寺おおここしし事事業業のの紹紹介介」」記記入入用用紙紙  

事業名称� �

事業内容� �

事業目的� �

寺院名� � � � � 教区� � � � � � � � 組� � � � � � � � 寺�

事業主� 住職� ・� 坊守� ・� 教化団体、他（� � � � � � � � ）�

連絡先�

住所：〒�

℡：� ���：�

���：�

その他�

�� 事項、写真等�

�

以� 上 
宗派内への紹介について、寺院の了承を経て、ここに承認いたします。 
 

� � 年� � 月� � 日 
◯◯教区寺院振興対策委員会委員長 
◯◯教区教務所長� � � � � � � � � � � � � � � � � � 印 
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���送信方向� � � � � 075�351�1211（直通）�
�

「寺院振興に向けた相談窓口」ご相談フォーム�
２０� � � 年� � � 月� � � 日�

＊寺� � 院� 教区� � � � � � � 組� � � � � � � � 寺� � �

＊役� � 職� � □住職� □坊守� □前住職� □前坊守� □寺族（� � � � � � � � � ）�

□門徒（□責任役員� □総代）� □その他（� � � � � � � � � � � ）�

＊氏� � 名� � �

項� � 目�

（複数可）�

�

□住職の高齢化� □後継者（不在）� � �

□門信徒高齢� � □門信徒減少（離散・不在）� � �

□建物老朽化� � □寺院運営� � □解散・合併� � □その他�

＊ご相談内容（ご意見）�

＊回答方法� □郵送� � □FAX� � □メール� � �

＊ご連絡先� □現住所� □FAX� � □メールアドレス�

�
�

１）受付担当者がお話を伺います。�

２）相談事項について確認・検討のうえ、後日、回答いたします。�

３）記載された個人的な情報、個人が特定されるような情報は無断で第3者に提供いたしません。�

４）承りましたご相談・ご意見等は、今後の施策立案の参考とさせていだきます。�

５）内容は関係機関との情報共有を目的に、参考事例として利用させていただく場合があります。�

□以上の項目について了承いたしました�
�

寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞�
〒600�8501� 京都市下京区堀川通花屋町下ル浄土真宗本願寺派宗務所内�

FAX� 075�351�1211（直通）� e�mail� kokunai�kaso@hongwanji.or.jp�
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「過疎対応支援員」配置の経緯、進捗状況について�

���������

１．経� � 緯� � � �

〇平成 ��年 �月� � 新体制に組織が改められた際、「過疎対策に専門に取り組む部署」として寺院活

動支援部に過疎地域対策担当が設置されました。�

〇平成 ��年 �月� � 「寺院振興支援対策（過疎対策）の基本方針」を策定。�

� 月� � 中央と教区で組織される寺院振興対策委員会へ「寺院振興対策（過疎対策）推

進計画」を提示し、教区事情に応じた推進体制を組織。�

�� 月� � 情報共有及び意見交換を目的とした「教区寺院振興対策委員会連絡協議会」を

開催したところ、過疎問題への関心は教区や教区内においても地域によって温

度差があることを確認。�

〇平成 ��年 �月� ��総局員による過疎地域寺院（四州、安芸、山陰、福井、石川）の視察が行わ�

～�月� � れ、地域事情に応じた効果的な対策推進のため、地域に寄り添う支援員配置の検

討が始まる。�

� 月� � 「第 �� 代専如門主伝灯奉告法要」を機縁とする「宗門総合振興計画」の �つの

基本方針の１つに掲げられる「宗門の基盤づくり」の中で、「過疎問題を抱える

寺院に専門的かつ専属的に取り組む「過疎対応支援員」を必要な教区に配置す

る」こととなった。�

〇平成 ��年 �月� � 平成 ��年度中、具体的な活動内容や待遇、人選方法について「中央寺院振興対

策委員会」で協議。平成元年よりの ��年間で、解散・合併寺院数が最も多い教

区（富山・山陰）を「モデル教区」とするなど「過疎対応支援員設置要綱」が

策定された。�

〇平成 ��年 �月� � モデル教区に過疎対応支援員 �名を配置するに至る。�

� 月� � 平成 �� 年度・��年度に配置する教区について、『第 �回・第 ��回宗勢基本調査』

の回答結果など、下記の � つの要素を基に検討を行ったうえ、次の �� 教区（国

府、高岡、石川、福井、滋賀、奈良、和歌山、兵庫、四州、備後、安芸、大分）

を平成 ��年度・�� 年度での設置検討教区として平成 ��年度第１回の中央寺院振

興対策委員会にて了承を得た。�

〇平成 �� 年 �� 月�� 新たに � 教区（長野・岐阜・京都・山口・宮崎・鹿児島）を平成 �� 年度・��年

度での設置検討教区として平成 �� 年度第１回の中央寺院振興対策委員会にて了

承を得た。�

〇令和 �年 �月� � �上記以外の教区から設置の要望がある場合、申請をもって設置教区とできるよ

う「過疎対応支援員設置要綱」の変更について、令和元年度第 �回中央寺院振興

対策委員会にて了承を得た。�

�

２．要� � 素� � （�）「�� 年後の寺院護持・運営の見通し」として、護持運営が出来ない、�きびし

いとの回答が多い教区。�

� � � � � � � � （�）「今後の寺院の護持・運営について、まったく出来ない。護持・運営がきびし

い」との回答が多い教区。�

� � � � � � � � （�）「将来的に寺院の解散・合併を考えている」との回答が多い教区。�

� � � � � � � � （�）平成 ��年度に賦課金の全免・減免措置数が多い教区。�

（�）教区内に離島・広域な組があり、教区寺院振興対策委員が宗派担当部署と協�

−24−



力して不活動、住職不在寺院などの現況確認、振興対策の推進をしている教区

及び総局員が出向した教区。�

� � � � � � � � （�）平成元年度から平成 �� 年度の間で解散・合併数が多い教区。�

�

３．進捗状況� � � 平成 �� 年度� �教区（富山、山陰）、�

平成 �� 年度� � 教区（石川、滋賀、四州、備後、安芸）、�

平成 �� 年度� � 教区（岐阜、奈良）、�

令和元年度� �� 教区（福井、和歌山）に配置。�

� 教区（京都、山口、大分、宮崎）で候補者が選出され、他の �教区についても

調整を進めている。【���� 年 �月末現在】�

以� 上�
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過疎対応支援員設置要綱 
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �  
１．趣� � 旨� � � 過疎地域などに所在する寺院及び過疎化現象から生じる門信徒数の減少などで、寺院

の護持・運営が困難となり、寺院規程（昭和２７年宗則第１５号）第３条に規定する

“寺院の目的”を果たすことができない、又は将来その可能性がある寺院に対して振

興及び総合的対応を図るため、過疎対応支援員（以下「支援員」という。）を置く。 
２．活動内容� � � １）支援員は、教区寺院振興対策委員会と協力し、過疎化現象から生じる諸問題の解

決及び対応並びに寺院及び門信徒が周辺地区と共同で寺おこし事業などを行う場

合の支援を行う。�

２）支援員の活動は、週平均２日程度（週２０時間以内）を原則とする。�

３．設置基準� � � １）総局は、解散又は合併寺院数が多い２教区（富山及び山陰）及び別表に定める過

疎問題の要素に該当する教区のうち、特に支援員の活動を必要とする１８教区

（長野、国府、高岡、石川、福井、岐阜、滋賀、京都、奈良、和歌山、兵庫、四

州、備後、安芸、山口、大分、宮崎及び鹿児島）に、支援員１人を置く。但し、

活動地域が広域に亘るなど、特別な事由があるときは、２人以内置くことができ

る。�

２）前項のほか、教区寺院振興対策委員会委員長（教務所長）より、教区の事情に鑑

み、設置の要望があった場合、総局は、中央寺院振興対策委員会の議を経て、支

援員を置くことができる。�

４．資格・任命� � 支援員は、次の各号に掲げる条件に該当する者のうちから、教区寺院振興対策委員会

委員長（教務所長）が推薦し、所定の研修を受けた者について総長が任命する。この

場合において、教区寺院振興対策委員会委員長（教務所長）が推薦する者について

は、事務員資格試験に合格している者、法務員資格試験に合格している者、布教使と

して任用されている者及び普通運転免許等の資格を有する者が望ましい。�

①�教師資格を有する者�

②�宗門法規を遵守し、職務に従事できる者�

③�教区の事情を理解し、信頼関係を築くための調整力を有し、宗務を理解している者�

５．任� � 期� � � 支援員の任期は、２会計年度とする。�

６．所掌事項� � � 支援員は、寺院活動支援部及び教区寺院振興対策委員会と連携し、次の各号に掲げる

事項をつかさどる。 
① 地域・寺おこし事業の提案に関すること（行政・学校関係との協力） 
② 寺院の運営に関する相談に応じること 
③ 寺院の活動実態の把握に関すること 
④ 法要・儀式・法座活動の開催支援又は相談に応じること 

� � � � � � � � � ⑤ 宗派施策の周知に関すること 
⑥ 解散又は合併の相談に応じること 

� � � � � � � � � ⑦ 総局及び教区寺院振興対策委員会に活動計画及び報告書の提出を行うこと 
⑧ 前号のほか、総局が指示すること�

７．待遇関係� � � １）総局は、支援員に対し、教区寺院振興対策委員会委員長（教務所長）からの報告

書に基づき、日給又は時給及び活動に伴う諸経費を支給する。 
２）支援員は、活動にあたり、総局が指定する傷害・医療保険に加入するものとし、

かかる経費は宗派が負担する。 
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３）前２項のほか、支援員の待遇について必要な事項は、別途内規に定める。 
８．守秘義務� � � 支援員は、寺院関係者及び門信徒の個人情報の保護に万全を期するものとし、職務上

知り得た秘密を漏らしてはならない。�

９．研� � 修� � � 支援の充実を図るため、支援員に対しては必要な研修会を実施する。�

��．そ の 他� �   １）支援員は、活動にあたり、弁護士、司法書士、税理士又は労務士等に相談する必

要が生じたときは、事前に寺院活動支援部に報告するものとする。 
２）この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に必要な事項は、中央寺院振興対

策委員会の議を経て、総局が定める。 
附� 則 

この要綱の一部変更は、令和 �年 �月 �� 日より施行する。 
別表�

過疎問題の要素�

『第９回及び第１０回宗勢基本調査』の回答結果などに基づくもの�

（１）「２０年後の寺院護持・運営の見通し」として、護持運営が出来ない、�きびしいとの回答が

多い教区�

（２）「今後の寺院の護持・運営について、まったく出来ない。護持・運営がきびしい」との回答が

多い教区�

（３）「将来的に寺院の解散・合併を考えている」との回答が多い教区�

（４）平成２８年度に賦課金の全免・減免措置数が多い教区�

（５）教区内に離島・広域な組があり、教区寺院振興対策委員が宗派担当部署と協力して不活動、住

職不在寺院などの現況確認、振興対策の推進をしている教区及び総局員が出向した教区�

（６）平成元年度から平成２６年度の間で解散・合併数が多い教区�

�

［註］この要綱制定当初の施行は、�����平成 ���年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞宗門総合

振興計画基本立案第 �号�平成 ��年 � 月 �� 日付決裁�に基づき施行。�

以� 上�

−27−



「「過過疎疎対対応応支支援援員員設設置置要要綱綱」」のの所所掌掌事事項項にに関関すするる具具体体的的取取りり組組みみ

所掌事項 関連事項

① 地域・寺おこし事業の提案に関すること（行政・学校関係との協力）

・宗派にて事例収集の「寺おこし事業（寺院振興事業）」、「今後の
　寺院の在り方、存続の方途について」に基づく事業提案

推進ガイドライン
P34～35

・インターンシップ事業への参画推進
宗派公式webサイト
「宗門の過疎対策について」参照

・お寺ステイ事業（モデルケース）への参画推進

寺院を拠点に、門信徒と共に農業、林業、
漁業などの体験及びクラブの合宿施設とし
ての利用を目指す施策検討中
※現在、提案例収集のため、年2回実施を
目途に、モデルケース寺院を募集中

② 寺院の運営に関する相談に応じること

・宗教法人法、宗門法規に基づく運営状況の確認、相談。 下記内容

　宗教法人法：寺院活動支援部 公開サイト掲載の『お寺の情報箱』の
　　　　　　　「宗教法人運営の手引き」を活用した運営相談

宗派公式webサイト
関連リンク
「宗派運営部門」内

　宗門法規：「寺院規程」に基づく運営状況の把握及び相談
推進ガイドライン
P51～55

・「寺院サポート講座」（仮）を活用した運営相談 僧侶養成部との連携した取り組み

③ 寺院の活動実態の把握に関すること

・法要、儀式、法座の開催・案内状況の把握

・離郷門信徒への対応把握

・地域・寺おこし事業の実態把握

④ 法要・儀式・法座活動の開催支援又は相談に応じること

・住職不在等で活動困難な寺院との開催に向けた相談

・教区と連携した開催支援
　教区布教団と連携した布教使派遣、及び寺院振興金庫の助成金活用等

⑤ 宗派施策の周知に関すること

・独自の地域・寺おこし事業事例収集及び宗派へ報告
推進ガイドライン
P9、P21～22、P34～35

・「離郷門信徒のつどい」支援
推進ガイドライン
P5～6、P18～20

・寺院振興金庫による貸付・助成
推進ガイドライン
P7～8

・多目的礼拝施設モデルの紹介
推進ガイドライン
P36～39

・龍谷大学と連携した事業（農業インターンシップ）への参画
宗派公式webサイト
「宗門の過疎対策について」参照

・お寺ステイ事業の取り組み推奨 上記①に内容記載

・都市開教への取り組み推奨
築地本願寺、各都市開教対策本部と連携し
た対応

⑥ 解散又は合併の相談に応じること

・「寺院解散の手引き」、「寺院合併の手引き」に基づく手続き相談
　及び補助

寺院活動支援部
（一般寺院担当）作成冊子参照

⑦ 総局及び教区寺院振興対策委員会への活動計画及び報告書の提出を行うこと

・教区寺院振興対策委員会と連携した活動方針の計画策定
教区寺院振興対策（過疎対策）推進計画に
基づく、活動方針の策定

・月々の活動報告書提出
推進ガイドライン
P29

⑧ 前号のほか、総局が指示すること

推進ガイドライン
P7～8

取り組みの状況・内容把握のの
ち、下記④⑤に記載の宗派施策を
提案。教区と連携した取り組み検
討等

◆◆寺寺院院のの実実態態調調査査ににつついいててはは、、「「質質問問シシーートト」」をを活活用用ししたた把把握握をを実実施施すするる
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�内規��

「過疎対応支援員にかかる待遇及び事務対応について」�

�

�

過疎対応支援員にかかる待遇及び事務対応は以下の通り定める。�

�

１．待� � 遇� � １）給料・諸経費の支給�

� � � � � � � � � � � 「活動実施報告書」に基づき、日給（時給）及び活動に伴う諸経費（宿泊・

移動等）を支給する。�

� � � � � � � � � � � ※活動は週 ��時間以内（平均 �日程度）を基本とする。�

� � � � � � � � � � � 日給及び宿泊・交通費等は以下の通りとする。�

� � � � � � � � � � � ＜日� 給＞� �日あたり ������ 円（�時間以上）�

※�時間以上 �時間未満は半額を支給する�

� � � � � � � � � � � ＜時� 給＞� �時間未満の場合時給換算とする。�

� 時間あたり ����� 円�

� � � � � � � � � � � ＜宿泊費＞� �泊あたり ����� 円�

� � � � � � � � � � � ＜交通費＞� 公共交通機関による実費を基本とする�

� � � � � � � � � � � � � � � � � ※会所への効率性から、自家用車等による移動の場合、�� ㎞

あたり ��� 円にて算出�

� � � � � � � � � � � ＜諸� 費＞� 有料道路代、その他必要と認められるものについては領収書

を添付のこと�

� � � � � � � � � � � ＜特 記 事 項＞� 過疎対応支援員に支給する交通費及び宿泊費については「宗

務所員給与規程施行条例」の規定を準用する�

� � � � � � � � ２）傷害総合保険への加入�

� � � � � � � � � � � 宗派が指定する傷害総合保険に加入する�

� � � � � � � � ３）その他�

� � � � � � � � � � � 記載に無い事項は宗派及び教区寺院振興対策委員会委員長（教務所長）と

協議して適切に対処する�

�

２．事務対応� � １）過疎対応支援員（以下、支援員）は、活動の有無に関わらず月々「活動実施

報告書」を寺院振興対策委員会委員長（以下、教区）宛に提出しなければな

らない。�

２）教区は、支援員より受けた報告内容を取りまとめのうえ、期日（毎月 �� 日

締切）までに宗派担当へ提出すること。�

３）宗派担当は、教区より受けた報告内容を総局へ報告するとともに、内容精査

のうえ、報告書に基づく給料・経費等を当該人の指定する口座へ支給事務を

行う。�

� � � � � � � � ４）初動に支障なきよう宗派は教区宛に支度金（�� 万円）を交付する。�

 
［註］�����平成 ���年度�寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞��

宗門総合振興計画基本立案第 �� 号�平成 ��年 �月 �� 日付決裁�に基づく。�

以� 上�
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（書式１）�

活動報告書�

（過疎対応支援員）�
�

年� � � 月� � � 日�

 
総� 局� 御中�

�

�

�

報告者� � � � � � � 教区寺院振興対策委員会委員長� � � � � � � � � � � � � � � 印�
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �
�

�

このたび、当教区における過疎対応支援員の活動について下記の通り報告

いたします。�

�

記�

�

１．報告内容� 教区内� 過疎対応支援員活動（� � 月分）�

�

２．支�給�額� � � � � � � � � � � � � � � � � 円�
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

支援員：現地出向にかかる必要経費（領収書別添）※日給・時給含む�

�

３．添付書類� � 活動報告書� � � � � 件�

�

� ４．特記事項� � �

�
�
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（書式２）�

� 活� 動� 報� 告� 書� �

年� � � 月� � � 日�

�

活動日時�

� � � 年� � � 月� � � 日（� � ）� 場� � 所� � � � � � � �

� � � ：� � � ～� � � ：� 面談者他� �

活動内容及びその対応（及び検討課題）� 同席者他�

�

� �

（出向理由、協議内容、対応内容、検討課題）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

出向経費� ￥� � � � � � � � �
交通費�

（移動距離）�
宿泊費� 諸費�

領収書別添� ＜内訳＞� �� �� ��

写真報告別添� � 有・無� 教区教務所確認者� � � � �� ㊞�

�

報告者� � � � � � 教区� 過疎対応支援員：� □印�

�
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※理由複数あり、記載なしを含む（延べ476）

過疎化
住職不在
門信徒不在

建物老朽化
護持困難
門信徒離散
後継者不在

寺院解散理由（H5～H30、R1）

※寺院数　275

寺族高齢, 1

諸般の事情, 1

建物除却, 2

寺族不在, 3

住職病気・入院, 4

建物無, 4

財産無, 6

経済的理由, 10

解散命令, 10

不活動, 11

門信徒減少, 13

過疎化, 17 住職不在, 20

門信徒不在, 20

建物倒壊・滅失（災害含む）, 24

建物老朽化, 31

護持困難, 44

門信徒離散, 68
後継者不在, 187

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

寺族高齢

諸般の事情

建物除却

寺族不在

住職病気・入院

建物無

財産無

経済的理由

解散命令

不活動

門信徒減少

過疎化

住職不在

門信徒不在

建物倒壊・滅失（災害含む）

建物老朽化

護持困難

門信徒離散

後継者不在
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寺院振興支援（過疎対策）に関するデータ�

～『第 ��回宗勢基本調査� 教区別集計』より～�

＜回収率 �����＝����� ヶ寺／������ ヶ寺＞�

��

１１．．門門信信徒徒減減少少（（人人口口減減少少、、少少子子高高齢齢化化））��

���� 過疎地域に所在する寺院・・・・・����� ヶ寺【※過疎地域対策担当調べ】�

���� 寺院の周辺地域【問 �】・・・・・①市街地� �����（実数＝����� ヶ寺）�

②住宅地� �����（�����）���③農山漁村� �����（�����）�

� � ���� 過去 �� 年の間の人口増減【問 �】・・・①増加� �����（���）� ②変わらない������（�����）�

③減少� �����（�����）�

� � ���� 過去 �� 年間の門徒戸数【問 ��】・・・減少� ����％（�����）� 大きく減少� ����％（���）�

� � ���� 寺院の護持運営上の問題【問 ��】・・・門信徒の家の後継者がいない� ����％（�����）�

��

２２．．後後継継者者不不在在����

���� 寺族の人数・居住者【問 ��】・・�人�����（���）� � 人 �����（�����）� � 人 �����（�����）� �

� � � � � � � � � � � � � � � �� 人 �����（�����）� �� 人 �����（�����）� � 人以上 ����％（�����）�

� � ���� 住職の年齢【問 ��】・・・・・・・・・��～�� 代� �����（�����）� �� 代� ������（�����）�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �� � � ��� 代� �����（�����）� �� 代以上� �����（�����）� �

� � ���� 後継者未決定寺院数【問 ��】・・����％（�����）�

���� 代務住職寺院数・・・・・・・・・��� ヶ寺� ＜平成 ��年 �月 �� 日現在＞【※『宗勢要覧』より】�

� ���� 無住寺院数・・・・・・・・・・・��� ヶ寺� ＜平成 �� 年 � 月 �� 日現在＞【※『宗勢要覧』より】�

��

３３．．建建物物老老朽朽化化����

�� �� ���� 改修・新築の見通しは立っていない【問 ��】・・・※�����（�����）�

��

４４．．兼兼職職��

���� 寺院収入【問 ��】・・・・・・・・・・・・・�� 万未満� ������ � � ��～��� 万未満� ������

���～��� 万未満� ������ �� ���～��� 万未満� ������ �

��� 万以上� ������

���� 兼職している寺院【問 ��】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・※�����（�����）�

���� 寺院収入で寺院を護持【問 ��】・・・・・・・①なんとか護持・運営できる� ��������（���）�

②護持運営はきびしい� � � � ������（�����）�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ��③まったく護持・運営できない �����（�����）�

��

５５．．解解散散・・合合併併��

���� 将来的に解散・合併を考えている【問 ��】・・・・・・①考えていない� � � �����（�����）�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ��②合併を考えている� �������（���）�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � ��③解散を考えている� �������（���）�

���� 解散・合併寺院数【問 ��】・・・年平均 ���� ヶ寺（平成 �～��年度、���）【※過疎地域対策担当調べ】�

�

※「第 ��回宗勢基本調査」は寺院名を明記した調査ではないため、寺院を絞り込むことは難しい。 
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取り組み事業 取り組み寺院

さつまいもの栽培

門信徒と寺の共同作業を通じて、
地域住民との"生きがい作り"

Ｉターン定住支援

Ｉ・Uターン希望者に門信徒の空き家を紹介

ジャムの生産・販売

ジャムの生産・販売により門信徒・地域住民を
巻き込んだ地域おこし

社会福祉事業による障がい者就労支援

宗教法人として障がい福祉サービス事業所を
立ち上げ、就労支援事業による成果物を販売

「いのち いただきます」の 箸

自分のいのちについて考えるきっかけ作りとして
言葉を入れた箸を制作

ブルーベリー・ジャムの販売

ブルーベリー収穫体験を通じて、住民と"地域おこし"

藻塩（もしお）作り体験

古代の塩づくり体験を通じて、地域住民と"地域おこし"

慶誠寺お香づくり香坊 香境庵（KOKYOAN）

お香づくりを通じて、"地域・寺おこし"

寺おこし事業の紹介

� 大分教区日田組浄念寺

� 山陰教区大田西組西楽寺

� 山陰教区大田中組淨福寺

� 山陰教区益田組善正寺

� 山口教区大島組莊嚴寺

※下記事業の詳細については宗派公式webサイト「地域活動・ボランティア」をご覧ください。

� 安芸教区安芸南組來生寺

� 北海道教区上川南組慶誠寺

� 東京教区茨城東組専光寺

−34−



取り組み事業 取り組み寺院

� 組による法務互助制度 大分教区

� 寺報、ホームページ、ブログ、facebookを活用したつながり作り 東京教区、山陰教区、鹿児島教区等

� 納骨堂の建立 山口教区他

� 帰省時に宿泊できるゲストハウス 四州教区、山口教区

� 門徒の空き家を定住希望者に紹介 山陰教区、山口教区

�
都会の人を呼び込む

（都市圏のニーズに応え都会の人を地域へ呼び込む、
地域おこし、新たな縁作り）

東京教区

�
ご門徒の皆さんと一緒に地域おこし

（地域資源を利用した加工・販売、門徒を巻き込んだ
地域おこし、後継者の確保）

山口教区

�
お寺としてできること

（福祉事業による生計・兼業、寺院活動の維持）
大分教区

�
お寺のことをＣＤで伝え残す

（寺院後継者への伝承、寺院活動の維持）
北海道教区

��
消える寺　残るお寺も　消える寺
（退職後、Ｕターンによる寺院活動、

将来を見据えた寺院の建替え）
山陰教区

��
門徒から住職の誕生

（世襲だけでない後継者のあり方）
四州教区

�� 寺院護持・修繕費の積み立て 滋賀教区

�� 集まる場所を借りるという方法 滋賀教区

�� 民家を聞法道場にするという方法 東京教区

��
次の世代にみ教えをつなぐ機縁

（お寺の紹介、墓地（お骨）移転の手伝い）
四州教区

��
兼業住職・後継者や僧侶育成を支援

（研鑽ツールの作成配布）
奈良教区

�� 離島に所在する寺院への助成金 長崎教区、鹿児島教区

��
老いも若きも、嬉しい時も悲しい時もお念仏！

（「初参式」の実施、「高齢者」にお祝い）
大分教区

�� 耕作放棄地の再生と他出者の協力 山陰教区

�� エンディングノートで仏事を伝えたい 兵庫教区

�� アップリケで縁つなぎ 兵庫教区

�� インターネットで検索できるお寺に
奈良教区、福岡教区、

東京教区

�� 離郷門信徒のつどい（ふるさとの会） 山陰教区他

�� お寺の伝道掲示板をご門徒宅に 山陰教区

�� お寺でカフェ 山陰教区江津組蓮敬寺

��
相談したいとき、必要なお寺であるために

（お寺の情報を「google マイビジネス」に登録）
大阪教区茨田組常光寺

�� 「宿坊」の効果 東北教区若松組西福寺

�� お寺で自主上映会！
東京教区埼玉組淨泉寺、
備後教区神石組光福寺他

�� 大掃除をきっかけに
山陰教区大田西組瑞泉寺、

富山教区善解組妙覺寺

�� お寺で乗合タクシーを運行 鹿児島教区南島組西光寺

今後の寺院の在り方、存続の方途について

※下記事例の詳細については宗派公式webサイト「地域活動・ボランティア」をご覧ください。
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「これからの寺院建築」
　お寺は「心のふるさと」として、地域に深く根を下ろしてきました。建築物としての「お寺」も「懐かしさ」「温もり」「誇り」
といった思いを、地域の人びとの心に呼び起こしてきました。寺庭に梅が咲けば春の到来を思い、大きな屋根からしたたり
落ちる雨粒からは梅雨入りを感じます。また本堂では、お経を読み、教えを聴いてきた方々 の面影がやどっているものです。
　ただ長年の風雪によって、お寺も建て直しや修繕の必要が生じます。昨今は自然災害が多く、お寺も大きな被害を
受けて新築する必要が各地で生じています。お寺は、ご懇念を元に建てられていますから、特に自然災害が起きた時
などは、近隣の方々 に負担をお願いすることが困難です。
　そこで、新しい工法や材料による「維持可能」なお寺の建築をご紹介します。

納 戸
（2帖）

余 間
（6帖）

外 陣
（8帖）

外 陣
（10帖）

後 堂

外 陣
（8帖）

余 間
（6帖）

納 戸
（2帖）

内 陣

脇 壇脇 壇

外 部

板の間

納 戸納 戸
（2帖）（2帖）

余 間
（6帖）

外 陣
（8帖）

外 陣
（10帖）

後 堂後 堂

外 陣
（8帖）

余 間
（6帖）

納 戸納 戸
（2帖）（2帖）

内 陣内 陣

脇 壇脇 壇脇 壇脇 壇

外 部外 部

板の板の間間

納 戸
（2帖）

余 間
（6帖）

外 陣
（8帖）

外 陣
（10帖）

後 堂

外 陣
（8帖）

余 間
（6帖）

納 戸
（2帖）

内 陣

脇 壇脇 壇

外 部

板の間
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寺院活動支援部〈過疎地域対策担当〉
〒600-8501　京都市下京区堀川通花屋町下ル　浄土真宗本願寺派宗務所内
TEL 075-371-5181（代表）　　FAX 075-351-1211
e-mail  kokunai-kaso@hongwanji.or.jp

事務対応
①問い合わせに対しては直接業者を紹介するのみとして、当該者同士で対応ください。
②新築・除却については、各種手続等が必要です。
③持続可能な寺院運営に資するため、「一部上場企業」及び「経営業務の管理責任者」が在籍している企業体を基本とし、
　「住宅完成保証制度」があることも条件としています。
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「寺院建築に求められる強度」
　お寺は伝統的に重厚な構造物として建築されてきました。
　太い木材でできた柱を何本も立て、厚い土壁を用いることで、堅強さを発揮し、度重なる自然災害によっても簡単には崩れない
堅強な造りを実現していたのです。
　頑丈であるとともに広いスペースも確保していますから、地域でお寺が公的な役割（教育・会議・イベントなど）を担えてきました。
災害時にお寺を避難所として利用できたケースがあるのは、強さのある寺院建築のお陰といってよいでしょう。
　日本の現代建築は、このような自然の厳しさに対応できるよう発展してきました。今回は、「新しい構造」や「新材料」によって、
自然災害に耐えうる強度や居住環境となることを各社に依頼しています。一般建築以上の強度を持つ建物というのが今回の
コンセプトの一つとなっています。
　お寺としての風合いを保ちつつ、強さも発揮するという寺院建築の伝統を現代的な工法で実現しています。

納戸
脇壇 脇壇

納戸

内陣
CH3H3H ,000
FLFLF +L+L 1+1+ 00

余間
CH2H2H ,800
FLFLF +L+L 1+1+ 00

外陣
CH2H2H ,900

板の間

後堂

余間
CH2H2H ,800
FLFLF +L+L 1+1+ 00

外陣
CH2H2H ,900

外陣
CH2H2H ,900
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「お寺に求められる住環境の快適さ」
　夏は窓や扉を全部開けて、うちわでパタパタと仰ぎながら法話を聴き、冬は火鉢の周囲を囲むように座り儀礼に参加する――
昔ながらのお寺の情緒ある風景です。
　ただ、近年は暑さが一段と厳しく、冷暖房の整った環境に慣れた体には、エアコンが効いてない空間はとても辛いものです。
ご参拝されている方の健康面も考慮しなければなりません。
　広い空間を温めたり冷やしたりするために冷暖房設備を入れ、稼働させると、光熱費がたいへんにかさみます。
　寺院建築の特徴は広さと高さです。その広い空間の中に多くの人びとが集うのですから、宗教的な雰囲気を持ちつつ、どう
やって住環境を快適にするかが重要な課題となってきます。
　そこで、今回の提案では、住環境の快適さと光熱費の軽減策にポイントが置かれています。二重の窓、新しい素材でできた壁、
高機能の屋根瓦などが住環境の快適さをもたらします。そうした機能面にも、ぜひご注目ください。

余 間
（4.8帖）
余 間
（4.8帖）
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（4.8帖）
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（4.8帖）
余 間余 間余 間
（4.8帖）（4.8帖）（4.8帖）
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（4.8帖）（4.8帖）（4.8帖）（4.8帖）

内陣
（14帖）
内陣内陣内陣

（14帖）（14帖）（14帖）（14帖）（14帖）（14帖）
内陣内陣内陣

（14帖）（14帖）（14帖）

余間壇余間壇余間壇余間壇余間壇余間壇余間壇余間壇脇壇脇壇脇壇

外陣
（31.5帖）
外陣

（31.5帖）（31.5帖）
外陣

（31.5帖）

玄関
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玄関玄関玄関玄関玄関玄関玄関玄関
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（
以
下
「
首

都
圏

特
区

」
と

い
う

。
）

に
お

け
る

開
教

対
策

は
、

特
区

規
程

に
基

づ
き

推
進

す
る

も
の

と
し
、

こ
の

宗
則

は
適

用
し

な
い
も
の
と
す
る
。

 
２

�
前

項
の

首
都

圏
特

区
に
お
け
る
開
教
対
策
は
、
こ
の
宗
則
に

基
づ
く
寺
院
振
興
対
策
と
の
相
互

の
連

携
の

も
と

、
推

進
す
る
も
の
と
す
る
。

 
（

用
語

の
意

義
）

 
第

２
条
�

こ
の

宗
則

に
お
け
る
用
語
の
意
義
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

 
�

一
�

寺
院

と
は

、
宗

門
に
包
括
さ
れ
る
一
般
寺
院
及
び

非
法
人
寺
院

を
い
う
。

 
�

二
�

寺
院

振
興

対
策

と
は
、
寺
院
振
興
支
援
対
策
及
び
国
内
開

教
対
策
を
い
う
。

 
�

三
�

寺
院

振
興

支
援

対
策
と
は
、
過
疎
地
域
に
所
在
す
る
寺
院

を
は
じ
め
と
す
る
既
存
寺
院
の
振

興
支
援
の
た

め
、

そ
の

実
情

に
応

じ
て

行
う

各
種

法
的

、
人

的
及

び
財

的
措

置
を

い
う

。
 

�
四
�
国
内
開
教

対
策

と
は

、
都

市
開

教
を

は
じ

め
と

す
る

国
内

開
教

の
促

進
の

た
め

、
そ

の
実
情

に
応
じ
て
行

う
各

種
法

的
、

人
的

及
び

財
的

措
置

を
い

う
。

 
�
五
�
都
市
開
教

と
は

、
特

に
人

口
過

密
化

現
象

の
著

し
い

都
市

開
教

圏
と

し
て

指
定

さ
れ

た
地
域

に
お
け
る
開

教
を

い
う

。
 

�
�
�

第
２
章
�

寺
院

振
興

支
援

対
策

 
�
�
�
�

第
１

節
�

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
 

（
寺
院
振
興
対

策
委

員
会

の
設

置
）

 
第
３
条

�
寺
院
振

興
支

援
対

策
の

効
果

的
な

推
進

実
施

に
資

す
る

た
め

、
宗

務
所

に
、

中
央

寺
院
振

興
対
策
委
員
会

（
以

下
「
中

央
委

員
会

」
と

い
う

。
）

を
、

教
区

に
、

教
区

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
（
以
下
「

教
区

委
員

会
」

と
い

う
。

）
を

、
そ

れ
ぞ

れ
置

く
。

 
２
�
前
項
の
ほ

か
、

沖
縄

県
宗

務
特

別
区

に
、

沖
縄

特
区

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
（

以
下

「
沖

縄
特

区
委
員
会
」
と

い
う

。
）

を
置

く
。

 
３
�
前
２
項
の
規

定
に

よ
る

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
は

、
こ

れ
を

常
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
�
�
�
�

第
２

節
�

中
央

委
員

会
 

（
所
掌
事
項
）

 
第
４
条

�
中
央
委

員
会

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
項

を
つ

か
さ

ど
る

。
 

�
一
�
寺
院
振
興

支
援

対
策

に
か

か
る

情
報

の
総

括
と

調
査

研
究

に
関

す
る

こ
と

 
�
二
�
寺
院
振
興

支
援

対
策

の
基

本
方

針
の

策
定

、
実

施
に

関
す

る
こ

と
 

�
三
�
寺
院
振
興

支
援

対
策

に
か

か
る

教
区

委
員

会
へ

の
指

示
に

関
す

る
こ

と
 

�
四
�
教
区
委
員

会
か

ら
の

建
議

や
意

見
、

報
告

に
つ

い
て

協
議

す
る

こ
と

 
�
五
�
前
各
号
の

ほ
か

、
必

要
な

こ
と

 
２
�
前
項
の
ほ
か

、
中

央
委

員
会

は
、

都
市

開
教

対
策

本
部

と
の

必
要

な
連

絡
提

携
を

行
う

と
と
も

に
、
国
内
開

教
対

策
に

つ
い

て
総

長
の

諮
問

に
応

じ
る

も
の

と
す

る
。

 
（
組
織
）

 
第
５
条

�
中
央

委
員

会
は

、
委

員
若

干
人

で
組

織
す

る
。

 
２
�
委
員
は
、

宗
会

議
員

、
学

識
経

験
の

あ
る

者
及

び
専

門
的

知
識

を
有

す
る

者
の

う
ち

か
ら

、
総

長
が
委
嘱
す

る
。

 
３
�
委
員
の
任
期

は
、

２
会

計
年

度
と

し
、

再
任

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

（
委
員
長
及
び
副

委
員

長
）

 
第
６
条

�
中
央

委
員

会
に

、
委

員
長

及
び

副
委

員
長

各
１

人
を

置
く

。
 

２
�
委
員
長
は

、
総

長
の

指
名

す
る

総
務

を
も

っ
て

あ
て

、
議

事
を

主
宰

し
、

会
務

を
総

理
す

る
。

 
３
�
副
委
員
長
は

、
委

員
の

う
ち

か
ら

総
長

が
指

名
し

、
委

員
長

を
助

け
、

委
員

長
に

事
故

が
あ
る

と
き
は
、
そ
の

職
務

を
代

行
す

る
。

 
（
招
集
）

 
第
７
条

�
中
央

委
員

会
は

、
総

長
が

招
集

す
る

。
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�
�

�
�
第

３
節
�

教
区
委
員
会

 
（

所
掌

事
項

）
 

第
８

条
�

教
区

委
員

会
（
沖
縄
特
区
委
員
会
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事

項
を

つ
か

さ
ど

る
。

 
�

一
�

寺
院

の
活

動
実

態
等
の
調
査
、
収
集
整
理
及
び
把
握
に
関
す
る
こ
と

 
�

二
�

寺
院

振
興

支
援
対
策
の
実
施
計
画
に
関
す
る
こ
と

 
三

�
中

央
委

員
会

の
指
示
に
基
づ
く
対
応
処
理
に
関
す
る
こ
と

 
�

四
�

総
局

が
決

定
し
た
寺
院
振
興
支
援
対
策
の
推
進
実
施
に
関

す
る
こ
と

 
�

五
�

寺
院

振
興

支
援
対
策
の
推
進
に
つ
い
て
中
央
委
員
会
に
建

議
し
、
又
は
意
見
を
述
べ
る
こ
と

 
�

六
�

前
各

号
の

ほ
か
、
必
要
な
こ
と

 
２

�
教

務
所

長
は

、
教

区
委
員
会
で
決
定
し
、
又
は
実
施
し
た
事
項
に
つ
い
て
、
総
局
に
報
告
し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 
（

教
区

委
員

会
の

組
織

基
準
）

 
第

９
条
�

教
区

委
員

会
は
、
委
員
若
干
人
で
組
織
し
、
教
務
所
長

の
進
達
に
よ
っ
て
、
総
長
が
委
嘱

す
る

。
 

（
委

員
長

及
び

副
委

員
長
）

 
第

１
０

条
�

教
区

委
員

会
に
、
委
員
長
及
び
副
委
員
長
各
１
人
を

置
く
。

 
２

�
委

員
長

は
、

教
務
所
長
を
も
っ
て
あ
て
、
会
務
を
統
理
す
る
。

 
３

�
副

委
員

長
は

、
委
員
の
う
ち
か
ら
教
務
所
長
が
指
名
し
、
委
員
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
そ

の
職

務
を

代
行

す
る
。

 
（

区
令

の
制

定
）

 
第

１
１

条
�

前
２

条
に
規
定
す
る
ほ
か
、
教
区
委
員
会
の
組
織
、
運
営
そ
の
他
部
会
の
設
置
な
ど
に

つ
い

て
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の
教
区
の
特
殊
性
及
び
実
情
に
応
じ
て

、
必
要
な
事
項
を
区
令
で
定
め
る

も
の

と
す

る
。

 
�

�
�
第

３
章
�

国
内

開
教
対
策

 
（

都
市

開
教

圏
の

指
定
及
び
対
策
本
部
）

 
第

１
２

条
�

第
１

条
第

２
項
の
規
定
に
よ
る
都
市
開
教
圏
と
し
て

、
次
の
都
市
圏
を
指
定
し
、
そ
れ

ぞ
れ

当
該

各
号

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
市
開
教
対

策
本
部
（
以
下
「
対
策
本
部
」
と
い
う
。）

を
置

く
。

 
一

�
中

京
都

市
圏
�
�

名
古
屋
別
院

 
�

二
�

京
阪

神
都

市
圏

�
津
村
別
院

 
２

�
対

策
本

部
は

、
必
要
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
都
市
圏
内
に
、
総
局
の
承
認
を
得
て
、
支
部
を

設
置

す
る

こ
と

が
で
き
る
。

 
（

所
掌

事
項

）
 

第
１

３
条
�

対
策

本
部
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
都
市
圏
の
特
殊
性
及
び
実
情
に
応
じ
て
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る

事
項

を
つ

か
さ

ど
る
。

 

�
一
�
都
市
開
教

の
基

本
方

針
の

策
定

及
び

実
施

に
関

す
る

こ
と

 
�
二
�
都
市
開
教

重
点

地
区

の
選

定
に

関
す

る
こ

と
 

�
三
�
人
口
動
態

及
び

門
徒

そ
の

他
の

信
者

層
の

動
向

調
査

並
び

に
把

握
に

関
す

る
こ

と
 

�
四
�
各
宗
教
団

体
の

活
動

状
況

の
調

査
及

び
把

握
に

関
す

る
こ

と
 

�
五
�
総
局
の
指

示
に

基
づ

く
都

市
開

教
対

策
に

関
す

る
こ

と
 

�
六
�
財
的
支
援

に
関

す
る

こ
と

 
�
七
�
前
各
号
の

ほ
か

、
必

要
な

こ
と

 
２
�
対
策
本
部
は

、
前

項
の

所
掌

事
項

に
つ

い
て

、
総

局
に

建
議

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

３
�
対
策
本
部
は

、
都

市
開

教
の

推
進

に
あ

た
っ

て
は

、
中

央
委

員
会

及
び

教
区

委
員

会
と

の
情
報

交
換
や
連
絡
調

整
な

ど
、

寺
院

振
興

支
援

対
策

と
の

必
要

な
連

携
を

図
る

も
の

と
す

る
。

 
（
本
部
長
）

 
第
１
４
条

�
対
策

本
部

に
、

本
部

長
１

人
を

置
き

、
総

長
が

任
命

す
る

。
 

２
�
本
部
長
は
、

対
策

本
部

を
代

表
し

、
そ

の
所

掌
事

項
を

統
理

す
る

。
 

（
本
部
員
な
ど
）

 
第
１
５
条

�
対

策
本

部
に

、
本

部
員

若
干

人
を

置
き

、
そ

れ
ぞ

れ
の

都
市

圏
に

属
す

る
宗

務
関

係
機

関
の
職
員
、

僧
侶

及
び

門
徒

の
う

ち
か

ら
、

本
部

長
の

進
達

に
よ

っ
て

、
総

長
が

任
命

す
る

。
 

２
�
本
部
員
は
、

都
市

開
教

の
推

進
に

あ
た

る
も

の
と

す
る

。
 

３
�
本
部
員
の
任

期
は

、
２

会
計

年
度

と
し

、
再

任
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

但
し

、
補

欠
者

の
任
期

は
、
前
任
者
の

残
任

期
間

と
す

る
。

 
４
�
本
部
長
は
、

本
部

員
の

う
ち

か
ら

、
３

人
以

内
の

副
本

部
長

を
指

名
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
こ

の
場
合
に
お
い

て
、

本
部

長
に

事
故

が
あ

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

本
部

長
の

指
名

す
る

副
本
部

長
が
、
そ
の
職

務
を

代
行

す
る

。
 

（
都
市
開
教
専

従
員

）
 

第
１
６
条

�
対
策

本
部

に
、
必

要
に

応
じ

て
、
都

市
開

教
専

従
員
（

以
下
「

専
従

員
」
と

い
う

。
）
を

置
く
こ
と
が
で

き
る

。
 

２
�
専
従
員
は
、

本
部

長
の

指
示

に
従

い
、

都
市

開
教

に
必

要
な

地
区

に
駐

留
し

て
、

都
市

開
教
に

従
事
す
る
。

 
３
�
専
従
員
は

、
総

局
の

定
め

る
研

修
を

終
了

し
た

教
師

の
う

ち
か

ら
、
本

部
長

の
申

請
に

よ
っ

て
、

総
長
が
任
用

す
る

。
 

（
本
部
会
議
）

 
第
１
７
条

�
対
策

本
部

に
、

都
市

開
教

の
促

進
に

つ
い

て
必

要
な

事
項

を
調

査
審

議
す

る
た

め
、
本

部
会
議
を
置

く
。

 
２
�
本
部
会
議
は

、
本

部
長

及
び

本
部

員
を

も
っ

て
組

織
す

る
。

 
３
�
本
部
会
議
は

、
必

要
に

応
じ

て
、
担

当
部

門
の
設

置
、
都

市
開

教
の

拠
点
の

設
定

を
行

う
な

ど
、

都
市
開
教
に
必

要
な

対
策

措
置

を
講

ず
る

も
の

と
す

る
。

 
４
�
本
部
会
議
の

運
営

そ
の

他
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

は
、

本
部

長
が

、
本

部
会

議
に

諮
っ

て
決
め
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る
。

 
５

�
本

部
長

は
、

本
部
会
議
で
決
定
し
た
事
項
は
、
総
局
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
�

�
�
第

４
章
�

寺
院
振
興
金
庫

 
（

寺
院

振
興

金
庫

）
 

第
１

８
条
�

寺
院

振
興

対
策
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
総
局
に
寺
院

振
興

金
庫

を
置

く
。

 
�

�
�
第

５
章
�

補
則

 
（

宗
達

へ
の

委
任

）
 

第
１

９
条
�

こ
の

宗
則
の
施
行
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
宗
達

で
定
め
る
。

 
�

�
�
附

�
則

 
１
�

こ
の

宗
則

は
、

平
成
２
０
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
２

�
国

内
開

教
促

進
規
程
（
平
成
１

５
年
宗
則
第
５
号
。
以
下
「

旧
規
程
」
と
い
う
。
）
は
、
廃
止
す

る
。

 
３

�
第

１
項

の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
中
央
寺
院
振
興
対
策
委
員
会
及
び
教
区
寺
院
振
興
対
策
委
員

会
の

組
織

そ
の

他
任
命
手
続
な
ど
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
必
要
な
準
備
措
置
を
行
う
こ
と
が

で
き

る
。

 
４

�
こ

の
宗

則
施

行
の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
旧
規
程
に
よ
る
都
市
開
教
対
策
本
部
（
以
下
「
旧
対
策

本
部

」
と

い
う

。
）

及
び

本
部

会
議

は
、

こ
の

宗
則

に
よ

る
都

市
開

教
対

策
本

部
（

以
下

「
新
対

策
本

部
」

と
い

う
。
）
及
び
本
部
会
議
と
み
な
す
。

 
５

�
こ

の
宗

則
施

行
の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
旧
規
程
に
よ
る
旧
対

策
本
部
の
本
部
長
、
副
本
部
長
及

び
本

部
員

は
、

こ
の

宗
則

に
よ

る
新

対
策

本
部

の
本

部
長

、
副

本
部

長
及

び
本

部
員

と
み

な
し
、

本
部

員
の

任
期

に
つ

い
て
は
、
従
前
任
命
の
日
か
ら
起
算
す
る
。

 
�

�
�
附

�
則

（
平

成
２
４
・
３
・
１
３
―
宗
則
７
７
号
）

 
１

�
こ

の
宗

則
は

、
平
成
２
４
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
２

�
こ

の
宗

則
施

行
の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
第
１
２
条
第
１
項
第
１
号
の

規
定

に
よ
る
東
京
首
都
圏

都
市

開
教

対
策

本
部

が
所
掌
す
る
業
務
に
つ
い
て
は
、
直
轄
寺
院
規
程
（
平
成
２
４
年
宗
則
第
２

号
）

第
２

章
第

１
節

及
び
宗
務
特
別
開
教
区
基
本
規
程
（
平
成
２
４
年
宗
則
第
５
号
）
第
３
条
の

規
定

に
よ

る
築

地
本

願
寺
宗
務
室
に
引

き
継
ぐ
も
の
と
す
る

。
 

�
�

附
�

則
（

平
成

２
４
・
１
１
・
５
―
宗
則
８
３
号

）
 

１
�

こ
の

宗
則

は
、

発
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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寺
院

振
興

対
策

基
本

規
程

施
行

条
例

�

平
成

２
０

年
６

月
２

７
日

�

宗
達

第
１

４
号
�

改
正

�
平

成
２

４
―

宗
達

４
０

�

目
次

�

�
第

１
章

�
総

則
（

第
１

条
）

�

�
第

２
章

�
寺

院
振

興
対

策
委

員
会

（
第

２
条

―
第

６
条

）
�

�
第

３
章

�
都

市
開

教
対

策
本

部
（

第
７

条
―

第
１

３
条

）
�

�
第

４
章

�
補

則
（

第
１

４
条

・
第

１
５

条
）

�

�
附

則
�

�
�

�
第

１
章

�
総

則
�

（
趣

旨
）

�

第
１

条
�

寺
院

振
興

対
策

基
本

規
程

（
平

成
２

０
年

宗
則

第
１

号
）

第
１

９
条

の
規

定
に

基

づ
き

、
寺

院
振

興
支

援
対

策
及

び
国

内
開

教
対

策
の

推
進

に
必

要
な

事
項

は
、

こ
の

宗
達

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

�
�

�
第

２
章

�
寺

院
振

興
対

策
委

員
会

�

（
中

央
委

員
会

の
運

営
原

則
）

�

第
２

条
�

中
央

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
（

以
下

「
中

央
委

員
会

」
と

い
う

。
）

は
、

教
区

寺

院
振

興
対

策
委

員
会

（
以

下
「

教
区

委
員

会
」

と
い

う
。

）
及

び
沖

縄
特

区
寺

院
振

興
対

策
委

員
会

（
以

下
「

沖
縄

特
区

委
員

会
」

と
い

う
。

）
と

の
連

絡
調

整
、

並
び

に
都

市
開

教
対

策
本

部
（

以
下

「
対

策
本

部
」

と
い

う
。

）
と

の
緊

密
な

連
絡

提
携

を
図

り
、

総
合

的
に

運
営

す
る

も
の

と
す

る
。

�

２
�

総
局

は
、

中
央

委
員

会
の

運
営

に
資

す
る

た
め

、
対

策
本

部
が

策
定

し
た

都
市

開
教

の

基
本

方
針

及
び

各
種

調
査

結
果

を
中

央
委

員
会

に
提

示
す

る
な

ど
、

対
策

間
相

互
の

連
携

に
必

要
な

措
置

を
講

じ
る

も
の

と
す

る
。

�

（
意

見
の

聴
取

）
�

第
３

条
�

中
央

委
員

会
は

、
必

要
に

応
じ

て
、

専
門

的
知

識
を

有
す

る
者

や
関

係
者

を
招

致

し
、

そ
の

意
見

を
聞

く
こ

と
が

で
き

る
。

�

（
教

区
委

員
会

の
職

務
）

�

第
４

条
�

教
区

委
員

会
は

、
中

央
委

員
会

と
の

連
絡

調
整

を
行

い
、

当
該

教
区

の
実

情
に

応

じ
た

寺
院

振
興

支
援

対
策

の
策

定
及

び
推

進
実

施
に

あ
た

る
も

の
と

す
る

。
�

２
�

前
項

の
ほ

か
、

教
区

委
員

会
は

、
当

該
教

区
に

お
け

る
国

内
開

教
対

策
の

促
進

に
必

要

な
調

査
を

行
う

こ
と

と
し

、
必

要
が

あ
る

と
き

は
、

対
策

本
部

の
協

力
を

求
め

る
も

の
と

す
る

。
�

３
�

教
区

委
員

会
の

名
称

は
、

「
○

○
教

区
寺

院
振

興
対

策
委

員
会

」
と

す
る

。
�

（
教

区
委

員
会

の
組

織
基

準
）

�

第
５

条
�

教
区

委
員

会
は

、
当

該
教

区
の

実
情

に
そ

い
、

概
ね

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
項

を

区
令

で
定

め
る

も
の

と
す

る
。

�

�
一

�
教

区
委

員
会

の
所

掌
事

項
に

関
す

る
こ

と
。

�

�
二

�
委

員
の

資
格

、
選

任
方

法
、
定

数
及

び
任

期
に

関
す

る
こ

と
。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

委
員

の
任

期
は

２
会

計
年

度
を

超
え

な
い

こ
と

。
�

�
三

�
委

員
長

、
副

委
員

長
そ

の
他

の
役

職
に

関
す

る
こ

と
。

�

�
四

�
常

任
委

員
会

又
は

部
会

な
ど

を
設

置
す

る
場

合
に

は
、

そ
の

設
置

に
関

す
る

こ
と

。
�

�
五

�
運

営
費

用
及

び
運

営
方

法
に

関
す

る
こ

と
。

�

�
六

�
前

各
号

の
ほ

か
、

必
要

な
こ

と
。

�

（
沖

縄
特

区
委

員
会

）
�

第
６

条
�

前
２

条
の

規
定

は
、

沖
縄

特
区

委
員

会
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

�

�
�

�
第

３
章

�
都

市
開

教
対

策
本

部
�

（
都

市
開

教
の

促
進

）
�

第
７

条
�

都
市

開
教

圏
が

包
括

す
る

教
区

（
以

下
「

指
定

教
区

」
と

い
う

。
）

は
、

次
の

各

号
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

�

�
一

�
中

京
都

市
圏

�
東

海
教

区
及

び
岐

阜
教

区
�

�
二

�
京

阪
神

都
市

圏
�

京
都

教
区

、
大

阪
教

区
及

び
兵

庫
教

区
�

２
�

前
項

の
指

定
教

区
に

隣
接

す
る

教
区

（
以

下
「

隣
接

教
区

」
と

い
う

。
）

に
お

い
て

、

地
理

的
事

情
及

び
道

路
交

通
状

況
並

び
に

居
住

地
区

の
現

況
そ

の
他

都
市

開
教

の
促

進
に

必
要

な
現

況
が

あ
る

場
合

に
お

い
て

は
、

都
市

開
教

対
策

本
部

長
（

以
下

「
本

部
長

」
と

い
う

。
）

は
、

当
該

隣
接

教
区

の
教

務
所

長
及

び
教

区
委

員
会

と
協

議
し

て
、

都
市

開
教

促
進

の
た

め
の

必
要

な
施

策
を

行
う

こ
と

を
さ

ま
た

げ
る

も
の

で
な

い
。

�

３
�

本
部

長
は

、
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

指
定

教
区

内
に

お
い

て
、

都
市

開
教

の
重

点
地

域

を
定

め
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

（
対

策
本

部
事

務
室

）
�

第
８

条
�

対
策

本
部

に
事

務
室

を
設

け
、

次
の

職
員

を
置

き
、

宗
務

員
と

す
る

。
�

�
一

�
室

長
�

�
１

人
�

�
二

�
次

長
�

�
若

干
人

�
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�
三

�
主

事
�

�
若

干
人

�

�
四

�
書

記
�

�
若

干
人

�

２
�

室
長

は
、

本
部

長
の

申
請

に
よ

っ
て

、
当

該
都

市
圏

に
属

す
る

教
務

所
長

た
る

者
に

つ

い
て

総
長

が
任

命
し

、
事

務
を

掌
理

す
る

。
但

し
、

必
要

に
応

じ
て

、
教

務
所

長
以

外
の

宗
務

員
を

任
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

３
�

次
長

、
主

事
及

び
書

記
は

、
本

部
長

の
申

請
に

よ
っ

て
、

総
長

が
任

命
し

、
室

長
の

指

揮
を

受
け

て
、

事
務

を
分

担
処

理
す

る
。

�

４
�

本
部

長
は

、
第

１
項

に
規

定
す

る
職

員
の

ほ
か

、
嘱

託
、

用
務

員
そ

の
他

の
職

員
を

採

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

（
支

部
設

置
の

届
出

）
�

第
９

条
�

対
策

本
部

に
支

部
を

設
け

た
と

き
は

、
本

部
長

は
、

そ
の

支
部

の
管

轄
地

区
、

所

在
地

、
支

部
長

の
氏

名
そ

の
他

必
要

事
項

を
明

示
す

る
と

と
も

に
、

関
係

書
類

を
総

局
に

届
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

（
支

部
長

及
び

支
部

事
務

室
）

�

第
１

０
条

�
前

条
の

規
定

に
よ

り
設

置
さ

れ
た

支
部

に
、

支
部

長
１

人
を

置
く

。
�

２
�

支
部

長
は

、
本

部
長

に
直

属
し

て
、

本
部

長
を

助
け

、
支

部
の

管
轄

地
区

の
都

市
開

教

の
促

進
を

図
り

、
そ

の
事

務
を

掌
理

す
る

。
�

３
�

本
部

長
は

、
支

部
に

、
第

８
条

第
１

項
の

規
定

に
準

じ
て

、
支

部
事

務
室

を
設

け
、

職

員
を

置
く

こ
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

第
８

条
第

１
項

第
１

号
の

室
長

は
、

こ
れ

を
事

務
長

と
す

る
。

�

（
都

市
開

教
専

従
員

）
�

第
１

１
条

�
都

市
開

教
専

従
員

の
任

用
に

つ
い

て
は

、
本

部
長

は
、

そ
の

者
の

待
遇

、
担

当

地
区

そ
の

他
必

要
な

事
項

を
明

示
し

、
総

長
に

申
請

す
る

も
の

と
す

る
。

�

（
対

策
本

部
連

絡
協

議
会

）
�

第
１

２
条

�
都

市
開

教
そ

の
他

の
国

内
開

教
対

策
に

か
か

る
基

本
的

事
項

及
び

現
状

並
び

に

情
報

交
換

そ
の

他
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

協
議

す
る

た
め

、
総

局
に

、
対

策
本

部
連

絡
協

議
会

（
以

下
「

協
議

会
」

と
い

う
。

）
を

置
く

。
�

２
�

協
議

会
の

会
長

は
、

寺
院

活
動

支
援

部
を

所
管

す
る

総
務

を
も

っ
て

充
て

、
委

員
は

、

本
部

長
及

び
対

策
本

部
事

務
室

長
を

も
っ

て
組

織
す

る
。

�

３
�

協
議

会
は

、
必

要
の

つ
ど

、
会

長
が

招
集

す
る

。
�

４
�

会
長

は
、

必
要

に
応

じ
て

、
宗

務
関

係
機

関
の

職
員

を
出

席
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

（
指

定
教

区
及

び
隣

接
教

区
以

外
に

お
け

る
国

内
開

教
の

促
進

）
�

第
１

３
条

�
総

局
は

、
第

７
条

に
規

定
す

る
指

定
教

区
又

は
隣

接
教

区
以

外
で

、
特

に
国

内

開
教

対
策

が
必

要
と

さ
れ

る
教

区
に

お
い

て
、

前
条

の
協

議
会

の
議

を
経

て
、

国
内

開
教

促
進

の
た

め
の

必
要

な
施

策
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。
�

�
�

�
第

４
章

�
補

則
�

（
事

務
所

管
）

�

第
１

４
条

�
第

２
章

の
規

定
に

よ
る

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
に

関
す

る
事

務
並

び
に

前
章

の

規
程

に
よ

る
対

策
本

部
に

共
通

の
事

項
及

び
協

議
会

に
関

す
る

事
務

は
、

寺
院

活
動

支
援

部
＜

国
内

伝
道

・
寺

院
伝

道
支

援
担

当
＞

が
所

管
す

る
。

�

（
補

則
）

�

第
１

５
条

�
こ

の
宗

達
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

は
、

総
長

が
決

め

る
。

�

�
�

�
附

�
則

�

１
�

こ
の

宗
達

は
、

発
布

の
日

か
ら

施
行

す
る

。
�

２
�

国
内

開
教

促
進

規
程

施
行

条
例

（
平

成
１

５
年

宗
達

第
１

４
号

。
以

下
「

旧
条

例
」

と

い
う

。
）

は
、

廃
止

す
る

。
�

３
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

る
都

市
開

教
対

策
本

部
（

以
下
「

旧

対
策

本
部

」
と

い
う

。
）
事

務
室

及
び

職
員

は
、
こ

の
宗

達
に

よ
る

都
市

開
教

対
策

本
部
（

以

下
「

新
対

策
本

部
」

と
い

う
。
）

事
務

室
及

び
職

員
と

み
な

す
。

�

４
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

る
旧

対
策

本
部

の
支

部
、
支

部
長

、

支
部

事
務

室
及

び
職

員
は

、
こ

の
宗

達
に

よ
る

新
対

策
本

部
の

支
部

、
支

部
長

、
支

部
事

務
室

及
び

職
員

と
み

な
す

。
�

５
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

る
旧

対
策

本
部

連
絡

協
議

会
は

、

こ
の

宗
達

に
よ

る
新

対
策

本
部

連
絡

協
議

会
と

み
な

す
。

�

６
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

り
任

用
さ

れ
た

都
市

開
教

専
従

員

は
、

こ
の

宗
達

に
よ

り
任

用
さ

れ
た

都
市

開
教

専
従

員
と

み
な

す
。

�

７
�

本
則

第
２

章
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
教

務
所

長
は

、
教

区
寺

院
振

興
対

策
委

員
会

の

設
置

等
に

必
要

な
事

項
を

区
令

で
定

め
る

場
合

に
お

い
て

、
当

該
区

令
を

制
定

す
る

ま
で

の
間

、
あ

ら
か

じ
め

必
要

な
準

備
措

置
を

講
じ

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

。
沖

縄
県

宗
務

特
別

区
も

ま
た

同
様

と
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

４
・

３
・

３
０

―
宗

達
４

０
号

）
�

�
こ

の
宗

達
は

、
平

成
２

４
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
�
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寺
院
振
興
金
庫
設
置
規
程

 
平
成
２
０
年
２
月
２
９
日

 
宗

則
第

２
号

 
�

�
�

�
�

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

改
正

�
平
成
２
４
－

宗
則
７
８

�
�
�
�

 
平
成
２
７
－
宗
則

�
８
（
附
３
）

 
（

趣
旨

）
 

第
１

条
�

寺
院

振
興

対
策
基
本
規
程
（
平
成
２
０
年
宗
則
第
１
号
）
第
１
８
条
の
規
定
に
よ
り
、
一

般
寺

院
（

以
下

「
寺

院
」

と
い

う
。
）

の
振

興
支

援
並

び
に

国
内

開
教

の
促

進
に

必
要

な
資

金
の

積
立

て
を

行
い

、
適
正
か
つ
効
率
的
な
運
用
を
図
る
た
め
、
寺
院
振
興
金
庫
（
以
下
「
金
庫
」
と

い
う

。
）

を
設

置
す

る
。

 
（

事
業

）
 

第
２

条
�

金
庫

は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
。

 
�

一
�

宗
門

に
包

括
さ
れ
る
寺
院
の
振
興
及
び

活
動
の
支
援
並
び

に
統
廃
合
等
に
必
要
な
資
金
の
貸

付
、

助
成

そ
の

他
の
財
的
援
助
に
関
す
る
こ
と

 
�

二
�

全
国

各
地

に
お
け
る
開
教
に
必
要
な
資
金
の
貸
付
及
び
助
成
そ
の
他
の
財
的
援
助
に
関
す
る

こ
と

 
�

三
�

全
国

各
地

に
お

け
る
開
教
に
必
要
な
不
動
産
（
土
地
・
建

物
）
の
取
得
及
び
活
用
な
ど
に
関

す
る

こ
と

 
�
四

�
前

各
号

の
ほ

か
、
総
局
が
必
要
と
認
め
た
こ
と

 
２

�
前

項
の

規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
宗
務
特
別
開
教
区
基
本
規
程

（
平
成
２
４
年
宗
則
第
５
号
。
以

下
「

特
区

規
程

」
と

い
う
。
）

に
基

づ
く

開
教

対
策
の

促
進

に
必

要
な

資
金

の
貸

付
及

び
助

成
金

の
交

付
等

に
つ

い
て

は
、
特
区
規
程
第
３
章
に
基
づ
く
宗
務
特

別
開
教
区
振
興
金
庫
（
以
下
「
特

区
金

庫
」

と
い

う
。
）
が
行
う
も
の
と
す
る
。

 
（

資
金

）
 

第
３

条
�

金
庫

に
は

、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
資
金
を
繰
り
入
れ
る
も
の
と
す
る
。

 
�

一
�

国
内

開
教

振
興
金
庫
設
置
規
程
（
平
成
１
５
年
宗
則
第
６
号
）
に
基
づ
く
す
べ
て
の
資
金

 
�

二
�

親
鸞

聖
人

７
５
０
回
大
遠
忌
宗
門
長
期
振
興
計
画
基
本
規
程
（
平
成
１
７
年
宗
則
第
８
号
）

に
基

づ
く

親
鸞

聖
人
７
５
０
回
大
遠
忌
宗
門
長
期
振
興
計
画
推
進
費
か
ら
回
金
さ
れ
た
資
金

 
�

三
�

宗
門

総
合

振
興
計
画
基
本
規
程
（
平
成
２
７
年
宗
則
第
８
号
）
に
基
づ
く
宗
門
総
合
振
興
計

画
推

進
費

か
ら

回
金
さ
れ
た
資
金

 
四

�
宗

派
会

計
か

ら
回
金
さ
れ
た
資
金

 
�

五
�

金
庫

の
目

的
に
賛
同
し
た
者
の
寄
付
金

 
�

六
�

前
各

号
の

ほ
か
、
総
局
の
指
定
す
る
資
金

 
２

�
総

局
は

、
常

に
金
庫
原
資
の
増
殖
を
図
る
よ
う
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 
（

資
金

の
貸

付
）

 
第

４
条
�

金
庫

の
資

金
は
、
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
寺
院
の
住
職
若
し
く
は

教
師
た
る
衆
徒

の
申

請
に

よ
り

貸
付

を
行

う
も

の
と

す
る

。
 

�
一
�
将
来
若
し

く
は

新
た

に
、

寺
院

の
設

立
・

移
転

を
目

的
と

し
た

開
教

拠
点

又
は

従
た

る
事
務

所
を
設
置
し

よ
う

と
す

る
者

が
、

当
該

目
的

の
準

備
措

置
と

し
て

、
不

動
産

（
土

地
・

建
物
）

の
取
得
若
し

く
は

施
設

設
置

の
た

め
に

資
金

を
必

要
と

す
る

場
合

 
�
二
�
都
市
開

教
専

従
員

に
任

用
さ

れ
た

者
が

、
担

当
地

区
に

お
け

る
開

教
活

動
に

従
事

す
る

に
あ

た
り
、
当
初

の
活

動
資

金
を

必
要

と
す

る
場

合
 

�
三
�
寺
院
活
動

の
振

興
及

び
現

代
社

会
の

課
題

に
応

え
る

公
益

的
活

動
の

展
開

を
目

的
と

し
た
、

主
要
な
境
内

建
物

そ
の

他
施

設
・

環
境

の
整

備
の

た
め

に
資

金
を

必
要

と
す

る
場

合
 

�
四
�
寺
院
の
後

継
者

育
成

の
た

め
に

就
学

資
金

を
必

要
と

す
る

場
合

 
�
五
�
第
１
号

か
ら

第
３

号
に

該
当

す
る

者
が

、
当

該
目

的
の

た
め

に
、

銀
行

そ
の

他
金

融
機

関
か

ら
借
入
を

し
て

い
る

場
合

に
お

い
て

、
そ

の
返

済
資

金
に

充
当

す
る

た
め

に
必

要
と

す
る

場
合

 
�
六
�
前
各
号
の

ほ
か

、
寺

院
振

興
金

庫
管

理
委

員
会
（

以
下
「

金
庫

管
理

委
員

会
」
と

い
う

。
）
が

認
め
た
場
合

 
２
�
前
項
第
１
号

及
び

第
２

号
に

定
め

る
資

金
の

貸
付

は
、

特
区

金
庫

か
ら

の
資

金
の

貸
付

を
受
け

た
者
は
、
こ

れ
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

な
い

。
 

（
助
成
金
）

 
第
５
条

�
総
局
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
場

合
に

、
そ

の
申

請
に

よ
り

、
助

成
金

の
交

付
を

行
う
も

の
と
す
る
。

 
�
一
�
新
た
に

寺
院

を
設

立
し

た
場

合
 

�
二
�
新
た
に
宗

教
法

人
の

設
立

を
目

的
と

し
た

開
教

拠
点

と
な

る
施

設
を

設
置

し
た

場
合

 
�
三
�
過
疎
地

域
に

所
在

す
る

寺
院

そ
の

他
の

寺
院

の
活

動
支

援
を

目
的

と
し

て
、

教
区

が
人

的
支

援
等
を
行

う
場

合
 

�
四
�
や
む
を

得
な

い
事

由
に

よ
り

、
寺

院
が

、
合

併
・

解
散

及
び

こ
れ

に
伴

う
施

設
除

却
等

を
行

う
た
め
に

、
費

用
の

補
助

が
必

要
で

あ
る

と
認

め
た

場
合

 
�
五
�
前
各
号
の

ほ
か

、
金

庫
管

理
委

員
会

が
認

め
た

場
合

 
２
�
前
項
第
１
号

及
び

第
２

号
に

定
め

る
助

成
金

の
交

付
に

つ
い

て
は

、
前

条
第

２
項

の
規

定
を
準

用
す
る
。

 
３
�
第
１
項

の
ほ

か
、

総
局

は
、

都
市

開
教

対
策

本
部

に
お

け
る

開
教

活
動

の
促

進
に

必
要

な
経
費

を
助
成
す
る
。

 
（
不
動
産
の
取
得

・
活

用
）

 
第
６
条

�
総
局

は
、

新
た

な
宗

教
法

人
の

設
立

を
目

的
と

し
た

開
教

拠
点

と
し

て
の

活
用

に
資

す
る

た
め
、
国
内
開

教
の

必
要

な
地

域
に

不
動

産
（

土
地

・
建

物
）

を
取

得
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 
２
�
前
項
の
不
動

産
は

、
新

た
に

宗
教

法
人

を
設

立
し

よ
う

と
す

る
者

又
は

都
市

開
教

専
従

員
の
申

請
に
よ
り
、
こ

れ
を

開
教

拠
点

と
し

て
貸

与
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 
３
�
総
局
は
、

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

た
場

合
、

常
務

委
員

会
の

議
決

を
経

て
、

前
項

の
規

定
に

よ
り
貸
与
し

た
不

動
産

を
譲

渡
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
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４
�

前
各

項
の

規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
特
区
規
定
第
３
条
に
基
づ
く
首
都
圏
宗
務
特
別
開
教
区
に
お

け
る

不
動

産
の

取
得

・
活
用
に
つ
い
て
は
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
築
地
本
願
寺
宗
務
長

が
行

う
も

の
と

す
る

。
 

（
金

庫
管

理
委

員
会

）
 

第
７

条
�

総
局

に
、

金
庫
の
事
業
、
管
理
運
用
及
び
資
金
の
貸
付

審
査
な
ど
を
行
う
た
め
、
金
庫
管

理
委

員
会

を
置

く
。

 
２

�
総

局
は

、
金

庫
の

管
理
運
用
状
況
に
つ
い
て
、
毎
年
定
期
の
宗
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

 
（

専
門

企
業
へ

の
委

託
）

 
第

８
条
�

こ
の

宗
則

の
規
定
に
よ
る
金
庫
業
務
に
つ
い
て
、
適
正
に
処
理
す
る
た
め
、
資
金
及
び
不

動
産

の
運

用
、

貸
付

業
務
の
一
部
そ
の
他
必
要
な
業
務
を
、
金

融
機
関
そ
の
他
専
門
企
業
に
委
託

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

（
特

別
会

計
）

 
第
９

条
�

金
庫

の
経

理
は
、
特
別
会
計
と
す
る
。

 
２

�
金

庫
の

資
金

は
、
こ
れ
を
別
途
に
経
理
保
管
す
る
も
の
と
し
、
他
の
資
金
と
混
同
し
、
ま
た
は

他
の

目
的

に
流

用
し
、
若
し
く
は
こ
の
宗
則
の
目
的
に
反
し
て
使
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

 
（

宗
達

へ
の

委
任

）
 

第
１

０
条
�

こ
の

宗
則

の
施
行
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
宗
達
で
定
め
る
。

 
�

�
�
附

�
則

 
１
�

こ
の

宗
則

は
、

平
成
２
０
年
４
月
１

日
か
ら
施
行
す
る
。

 
２

�
国

内
開

教
振

興
金
庫
設
置
規
程
（
平
成
１
５
年
宗
則
第
６
号
。
以
下
「
旧
規
程
」
と
い
う
。
）
は
、

廃
止

す
る

。
 

３
�

こ
の

宗
則

施
行

の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
旧
規
程
に
よ
る
国
内

開
教
振
興
金
庫
の
事
業
そ
の
他
金

庫
資

金
に

関
す

る
事
項
は
、
す
べ
て
こ
の
宗
則
に
よ
る
寺
院
振

興
金
庫
が
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。 

４
�

こ
の

宗
則

施
行

の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
旧
規
程
に
よ
る
特
別
会
計
は
、
こ
の
宗
則
第
９
条
の
規

定
に

よ
る

特
別

会
計
が
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

 
５

�
こ

の
宗

則
施

行
の
際
現
に
廃
止
さ
れ
る
旧
規
程
に
よ
り
専
門

企
業
に
委
託
し
た
業
務
は
、
こ
の

宗
則

第
８

条
の

規
定
に
よ
り
専
門
企
業
に
委
託
し
て
行
っ
た
業

務
と
み
な

す
。

 
�

�
�
附

�
則

（
平

成
２
４
・
３
・
１
３
―
宗
則
７
８
号
）

 
�

こ
の

宗
則

は
、

平
成
２
４
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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寺
院

振
興

金
庫

設
置

規
程

施
行

条
例

 平
成

２
０

年
６

月
２

７
日

 

宗
達

第
１

５
号

 
改

正
�

平
成

２
０

―
宗

達
１

６
�

平
成

２
４

―
宗

達
４

１
�

平
成

２
６

―
宗

達
�

６
�

目
次

�

�
第

１
章

�
総

則
（

第
１

条
）

�

�
第

２
章

�
貸

付
（

第
２

条
―

第
１

０
条

）
�

�
第

３
章

�
助

成
金

（
第

１
１

条
・

第
１

２
条

）
�

�
第

４
章

�
不

動
産

の
取

得
・

活
用

（
第

１
３

条
―

第
１

７
条

）
�

�
第

５
章

�
金

庫
管

理
委

員
会

（
第

１
８

条
・

第
１

９
条

）
�

�
第

６
章

�
補

則
（

第
２

０
条

・
第

２
１

条
）

�

�
附

則
�

�
�

�
第

１
章

�
総

則
�

（
趣

旨
）

�

第
１

条
�

寺
院

振
興

金
庫

設
置

規
程
（

平
成

２
０

年
宗

則
第

２
号

。
以

下
「

規
程

」
と

い
う

。
）
第

１

０
条

の
規

定
に

基
づ

き
、

寺
院

振
興

金
庫

（
以

下
「

金
庫

」
と

い
う

。
）

の
管

理
運

用
そ

の
他

必

要
な

事
項

は
、

こ
の

宗
達

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

�
�

�
第

２
章

�
貸

付
�

（
貸

付
の

条
件

）
�

第
２

条
�

金
庫

資
金

の
貸

付
は

、
１

口
１

０
０

万
円

を
単

位
と

し
、

次
の

各
号

に
定

め
る

金
額

及
び

貸
付

期
間

に
お

い
て

行
う

。
但

し
、

規
程

第
４

条
第

４
号

を
除

く
。

�

一
�

国
内

開
教

の
必

要
が

認
め

ら
れ

る
地

域
に

お
い

て
、

新
た

に
一

般
寺

院
（

以
下

「
寺

院
」

と

い
う

。
）

の
設

立
を

目
的

と
し

た
開

教
拠

点
を

設
置

す
る

場
合

は
、

３
０

口
以

下
と

し
、

貸
付

期
間

は
２

０
年

以
内

と
す

る
。

�

二
�

国
内

開
教

の
必

要
が

認
め

ら
れ

る
地

域
に

お
い

て
、

寺
院

又
は

非
法

人
寺

院
の

主
た

る
事

務

所
の

移
転

、
又

は
新

た
な

寺
院

活
動

を
目

的
と

し
た

従
た

る
事

務
所

を
設

置
す

る
場

合
は

、
１

０
口

以
下

と
し

、
貸

付
期

間
は

１
０

年
以

内
と

す
る

。
�

三
�

都
市

開
教

専
従

員
の

当
初

の
開

教
活

動
資

金
と

し
て

貸
付

を
行

う
場

合
は

、
１

０
口

以
下

と

し
、

貸
付

期
間

は
２

０
年

以
内

と
す

る
。

�

四
�

寺
院

又
は

非
法

人
寺

院
の

機
能

の
振

興
を

目
的

と
し

て
、

本
堂

を
新

築
す

る
場

合
は

、
２

０

口
以

下
と

し
、

貸
付

期
間

は
１

０
年

以
内

と
す

る
。

但
し

、
本

堂
修

復
の

場
合

は
、

１
０

口
以

下
と

す
る

。
�

五
�

寺
院

又
は

非
法

人
寺

院
の

公
益

的
活

動
の

展
開

を
目

的
と

し
て

、
社

会
福

祉
及

び
介

護
等

に

か
か

る
事

業
施

設
や

設
備

の
新

設
・

購
入

、
並

び
に

境
内

建
物

そ
の

他
の

施
設

に
お

け
る

バ
リ

ア
フ

リ
ー

環
境

の
整

備
を

行
う

場
合

は
、
５

口
以

下
と

し
、
貸

付
期

間
は

１
０

年
以

内
と

す
る

。
�

六
�

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関

か
ら

の
借

入
金

の
返

済
資

金
に

充
当

す
る

場
合

は
、

そ
の

借
入

目

的
に

応
じ

、
前

各
号

の
金

額
及

び
貸

付
期

間
と

す
る

。
�

２
�

総
局

は
、

前
項

第
１

号
の

規
定

に
よ

り
貸

付
を

行
う

場
合

で
、

特
に

必
要

と
認

め
た

と
き

は
、

寺
院

振
興

金
庫

管
理

委
員

会
（

以
下

「
金

庫
管

理
委

員
会

」
と

い
う

。
）

の
議

を
経

て
、

貸
付

金

を
５

０
口

ま
で

増
額

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

３
�

総
局

は
、
第

１
項

第
２

号
の

規
定

に
よ

り
貸

付
を

行
う

場
合

で
、
特

に
必

要
と

認
め

た
と

き
は

、

金
庫

管
理

委
員

会
の

議
を

経
て

、
貸

付
金

を
３

０
口

ま
で

増
額

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

４
�

貸
付

金
の

利
子

は
、

１
年

に
つ

き
、

貸
付

金
額

に
貸

付
年

度
当

初
の

４
月

１
日

現
在

の
日

本
銀

行
の

定
め

た
公

定
歩

合
（

基
準

割
引

率
及

び
基

準
貸

付
利

率
）

に
０

．
５

パ
ー

セ
ン

ト
を

加
算

し

た
数

を
乗

じ
た

額
と

す
る

。
�

（
貸

付
金

の
返

済
）

�

第
３

条
�

貸
付

金
の

返
済

は
、
元

利
合

計
の

月
単

位
月

賦
返

済
と

し
、
貸

付
を

受
け

た
者
（

以
下
「

借

入
者

」
と

い
う

。
）

が
、

あ
ら

か
じ

め
約

定
し

た
方

法
に

よ
り

返
済

す
る

も
の

と
す

る
。

但
し

、

貸
付

期
間

を
短

縮
し

て
、

一
括

返
済

す
る

こ
と

を
さ

ま
た

げ
な

い
。

�

２
�

総
局

は
、

貸
付

を
受

け
る

者
に

や
む

を
得

な
い

特
別

の
事

由
が

あ
る

と
認

め
た

と
き

は
、

金
庫

管
理

委
員

会
の

議
を

経
て

、
貸

付
当

初
の

１
年

間
の

返
済

を
据

え
置

く
こ

と
が

で
き

る
。

�

３
�

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

総
局

は
、

前
条

第
１

項
第

３
号

の
規

定
に

よ
り

貸
付

を
受

け
る

者
に

つ
い

て
、

金
庫

管
理

委
員

会
の

議
を

経
て

、
貸

付
当

初
の

１
０

年
間

を
限

度
に

返
済

を
据

え

置
く

こ
と

が
で

き
る

も
の

と
す

る
。

�

（
貸

付
延

滞
利

子
）

�

第
４

条
�

借
入

者
が

、
貸

付
金

（
利

子
を

含
む

。
）

を
所

定
の

期
日

ま
で

に
返

済
し

な
い

場
合

に
は

、

延
滞

利
子

を
加

算
す

る
。

�

２
�

延
滞

利
子

は
、

貸
付

利
率

に
１

０
パ

ー
セ

ン
ト

を
加

え
て

、
日

割
計

算
に

よ
る

。
�

（
貸

付
申

請
手

続
）

�

第
５

条
�

貸
付

を
受

け
よ

う
と

す
る

者
（

以
下
「

申
請

者
」
と

い
う

。
）
は

、
所

定
の

貸
付

申
請

書
に

、

独
立

の
生

計
を

営
み

、
保

証
能

力
の

あ
る

成
人

（
以

下
「

成
人

」
と

い
う

。
）

の
連

帯
保

証
書

及

び
総

局
の

定
め

る
必

要
書

類
を

添
付

し
て

、
申

請
す

る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

申

請
者

が
寺

院
で

あ
る

と
き

は
、

責
任

役
員

会
の

議
決

を
経

て
代

表
役

員
が

、
非

法
人

寺
院

で
あ

る

と
き

は
、
門

徒
総

代
の

同
意

を
得

、
議

決
機

関
が

あ
る

場
合

に
は

そ
の

機
関

の
議

を
経

て
住

職
が

、

そ
れ

ぞ
れ

申
請

す
る

も
の

と
す

る
。

�

２
�

前
項

の
連

帯
保

証
書

に
記

載
す

る
連

帯
保

証
人

に
つ

い
て

は
、

次
の

各
号

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

一
�

貸
付

金
額

が
３

０
口

以
下

の
と

き
は

、
成

人
２

人
以

上
と

す
る

。
但

し
、

第
２

条
第

１
項

第

３
号

の
規

定
に

よ
る

貸
付

を
受

け
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

成
人

１
人

以
上

と
す

る
。

�
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二
�

貸
付

金
額

が
３

０
口

を
超

え
る

と
き

は
、

成
人

３
人

以
上

と
し

、
そ

の
う

ち
１

人
は

申
請

者

の
法

定
相

続
人

と
す

る
。

但
し

、
総

局
に

お
い

て
、

特
に

や
む

を
得

な
い

事
情

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
に

は
、

金
庫

管
理

委
員

会
の

議
を

経
て

、
法

定
相

続
人

以
外

の
者

を
連

帯
保

証
人

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

三
�

第
１

号
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
申

請
者

が
寺

院
で

あ
っ

て
、

貸
付

金
額

が
５

口
以

下
の

と

き
は

、
代

表
役

員
の

指
名

す
る

門
徒

総
代

２
人

以
上

と
し

、
貸

付
金

額
が

５
口

を
超

え
る

と
き

は
、

代
表

役
員

を
除

く
責

任
役

員
全

員
及

び
代

表
役

員
の

指
名

す
る

門
徒

総
代

２
人

以
上

と
す

る
。

�

四
�

申
請

者
が

非
法

人
寺

院
で

あ
る

と
き

は
、
前

号
の

規
定

を
準

用
す

る
。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

「
代

表
役

員
」

と
あ

る
の

は
「

住
職

」
と

、
「

代
表

役
員

を
除

く
責

任
役

員
全

員
」

と
あ

る
の

は
「

寺
族

代
表

者
」

と
読

み
替

え
る

も
の

と
す

る
。

�

３
�

前
項

の
規

定
に

よ
る

連
帯

保
証

人
に

異
動

が
生

じ
た

と
き

は
、

速
や

か
に

届
出

る
と

と
も

に
、

当
該

事
由

の
発

生
の

日
か

ら
１

月
以

内
に

、
関

係
書

類
を

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

４
�

貸
付

申
請

書
は

、
申

請
者

が
、

所
属

寺
院

の
住

職
（

非
法

人
寺

院
の

住
職

を
含

む
。

以
下

「
住

職
」

と
い

う
。
）

及
び

所
属

寺
院

の
存

す
る

地
域

（
以

下
「

所
属

地
」

と
い

う
。
）

の
組

長
の

承
認

を
得

て
、

教
務

所
長

の
進

達
に

よ
り

、
総

局
に

提
出

す
る

も
の

と
す

る
。

�

５
�

所
属

地
と

当
該

貸
付

の
目

的
た

る
施

設
の

存
す

る
地

域
（

以
下
「

目
的

地
」
と

い
う

。
）
が

異
な

る
場

合
の

貸
付

申
請

書
は

、
前

項
の

規
定

に
よ

る
ほ

か
、

目
的

地
の

組
長

の
承

認
を

得
て

、
目

的

地
の

教
務

所
長

の
進

達
に

よ
り

、
総

局
に

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

６
�

前
２

項
の

場
合

に
お

い
て

、
都

市
開

教
圏

に
お

け
る

都
市

開
教

の
促

進
を

当
該

貸
付

の
目

的
と

す
る

と
き

は
、

都
市

開
教

対
策

本
部

長
（

以
下

「
本

部
長

」
と

い
う

。
）

の
進

達
に

よ
る

も
の

と

し
、
そ

れ
以

外
に

お
い

て
は

、
教

務
所

長
が

教
区

寺
院

振
興

対
策

委
員

会
（

以
下
「

教
区

委
員

会
」

と
い

う
。
）

の
議

を
経

て
進

達
す

る
も

の
と

す
る

。
�

（
就

学
資

金
の

貸
付

）
�

第
６

条
�

就
学

資
金

の
貸

付
は

、
寺

院
後

継
予

定
者

の
す

べ
て

の
大

学
（

短
期

大
学

を
含

む
。
）
及

び

仏
教

学
院

に
お

け
る

就
学

期
間

を
対

象
に

、
１

年
当

り
５

０
万

円
以

下
の

金
額

に
お

い
て

、
４

年

間
（

２
０

０
万

円
）

を
限

度
と

し
て

行
う

も
の

と
し

、
当

該
就

学
期

間
終

了
の

翌
年

度
か

ら
１

０

年
以

内
に

返
済

す
る

も
の

と
す

る
。

�

２
�

前
項

の
規

定
に

よ
る

貸
付

を
受

け
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

住
職

が
申

請
者

と
な

り
、

所
定

の
貸

付
申

請
書

に
総

局
の

定
め

る
必

要
書

類
を

添
付

し
、

所
属

地
の

組
長

の
承

認
を

得
て

、
教

務
所

長

の
進

達
に

よ
り

、
総

局
に

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

は
、

成
人

１
人

以

上
の

連
帯

保
証

書
を

添
付

す
る

も
の

と
す

る
。

�

３
�

第
２

条
第

４
項

、
第

３
条

第
１

項
、

第
４

条
及

び
前

条
第

３
項

の
規

定
は

、
就

学
資

金
の

貸
付

に
つ

い
て

準
用

す
る

。
�

（
申

請
時

期
）

�

第
７

条
�

貸
付

申
請

は
、

毎
年

度
９

月
末

ま
で

に
行

う
も

の
と

す
る

。
但

し
、

国
内

開
教

の
促

進
を

当
該

貸
付

の
目

的
と

す
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

�

（
貸

付
の

審
査

基
準

）
�

第
８

条
�

貸
付

の
審

査
は

、
金

庫
管

理
委

員
会

に
お

い
て

行
う

も
の

と
し

、
そ

の
審

査
基

準
は

、
概

ね
、

次
の

各
号

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

�
一

�
貸

付
の

目
的

及
び

使
途

が
、

規
程

第
４

条
の

規
定

に
該

当
す

る
か

否
か

に
関

す
る

こ
と

。
�

�
二

�
元

利
金

の
返

済
に

関
し

て
、

確
実

な
連

帯
保

証
人

で
あ

る
か

否
か

に
関

す
る

こ
と

。
�

�
三

�
貸

付
金

の
弁

済
が

確
実

か
否

か
に

関
す

る
こ

と
。

�

�
四

�
第

３
条

第
２

項
及

び
第

３
項

の
規

定
に

該
当

す
る

か
否

か
に

関
す

る
こ

と
。

�

�
五

�
前

各
号

の
ほ

か
、

金
庫

管
理

委
員

会
で

定
め

た
審

査
基

準
に

該
当

す
る

か
否

か
に

関
す

る
こ

と
。

�

（
債

務
の

履
行

）
�

第
９

条
�

借
入

期
間

中
に

お
い

て
、

借
入

者
が

、
宗

派
を

離
脱

、
死

亡
、

失
踪

、
疾

病
あ

る
い

は
経

済
状

況
の

変
化

そ
の

他
の

理
由

に
よ

り
、

返
済

不
能

と
な

っ
た

場
合

に
は

、
連

帯
保

証
人

が
そ

の

責
を

負
う

も
の

と
す

る
。

�

２
�

前
項

の
規

定
に

よ
る

と
き

は
、

新
た

な
連

帯
保

証
人

の
連

帯
保

証
書

を
添

え
て

、
借

入
者

の
変

更
手

続
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

（
専

門
企

業
と

の
協

定
）

�

第
１

０
条

�
規

程
第

８
条

の
規

定
に

よ
る

ほ
か

、
貸

付
金

の
回

収
業

務
を

円
滑

に
行

う
た

め
、

総
局

の
指

定
す

る
金

融
機

関
そ

の
他

専
門

企
業

に
、

回
収

業
務

を
委

託
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

�
�

�
第

３
章

�
助

成
�

（
助

成
金

交
付

申
請

手
続

）
�

第
１

１
条

�
助

成
金

の
交

付
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

は
、

所
定

の
助

成
金

交
付

申
請

書
に

、
総

局
の

定
め

る
必

要
書

類
を

添
付

し
て

、
申

請
す

る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

第
５

条
第

１

項
後

段
及

び
同

条
第

４
項

か
ら

第
６

項
ま

で
、

並
び

に
第

７
条

の
規

定
は

、
助

成
金

の
交

付
申

請

に
つ

い
て

準
用

す
る

。
�

（
助

成
金

の
交

付
）

�

第
１

２
条

�
助

成
金

の
交

付
は

、
前

条
の

申
請

に
基

づ
き

、
金

庫
管

理
委

員
会

の
審

査
を

経
て

、
次

の
各

号
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
行

う
。

�

�
一

�
新

た
に

寺
院

を
設

立
し

た
と

き
は

、
１

０
０

万
円

を
交

付
す

る
。

�

�
二

�
新

た
に

非
法

人
寺

院
を

設
立

し
た

と
き

は
、

５
０

万
円

を
交

付
す

る
。

�

�
三

�
新

た
に

寺
院

の
設

立
を

目
的

と
し

た
開

教
拠

点
（

都
市

開
教

専
従

員
の

駐
留

拠
点

を
含

む
。
）

を
設

置
し

た
と

き
は

、
２

０
万

円
を

交
付

す
る

。
�

�
四

�
寺

院
又

は
非

法
人

寺
院

の
活

動
支

援
を

目
的

と
し

て
、
教

区
が

人
的

支
援

を
行

っ
た

と
き

は
、

教
区

に
対

し
、

そ
の

実
施

状
況

に
応

じ
て

、
別

に
定

め
る

基
準

に
よ

り
交

付
す

る
。

�

�
五

�
寺

院
又

は
非

法
人

寺
院

が
合

併
・
解

散
及

び
こ

れ
に

伴
う

境
内

建
物

の
除

却
を

行
う

と
き

は
、

そ
の

状
況

に
応

じ
、

当
該

費
用

の
補

助
と

し
て

、
別

に
定

め
る

基
準

に
よ

り
交

付
す

る
。

�
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２
�

前
項

の
ほ

か
、

都
市

開
教

対
策

本
部

に
対

す
る

助
成

金
の

交
付

に
つ

い
て

は
、

本
部

長
の

申
請

に
基

づ
き

、
あ

ら
か

じ
め

年
度

予
算

に
計

上
し

て
行

う
も

の
と

す
る

。
�

第
４

章
�

不
動

産
の

取
得

・
活

用
�

（
不

動
産

の
取

得
・

活
用

）
�

第
１

３
条

�
金

庫
資

金
を

費
消

し
て

不
動

産
（

土
地

・
建

物
）

を
取

得
し

、
又

は
こ

れ
を

貸
与

し
、

若
し

く
は

譲
渡

し
よ

う
と

す
る

場
合

に
お

い
て

、
総

局
は

、
あ

ら
か

じ
め

金
庫

管
理

委
員

会
の

議

を
経

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

（
不

動
産

の
取

得
及

び
貸

与
）

�

第
１

４
条

�
総

局
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
場

合
に

お
い

て
、
不

動
産

を
取

得
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

一
�

都
市

開
教

圏
が

包
括

す
る

教
区

（
以

下
「

指
定

教
区

」
と

い
う

。
）

内
で

、
都

市
開

教
の

重

点
地

域
と

し
て

定
め

ら
れ

た
地

域
に

お
い

て
、

開
教

拠
点

設
置

の
必

要
が

認
め

ら
れ

、
本

部
長

が
、

当
該

区
域

の
組

長
及

び
教

務
所

長
の

承
認

を
得

て
申

請
し

た
と

き
。

�

二
�

前
号

の
指

定
教

区
に

隣
接

す
る

教
区

で
、

特
に

都
市

開
教

の
促

進
に

必
要

な
現

況
が

あ
る

地

域
に

お
い

て
、

開
教

拠
点

設
置

の
必

要
が

認
め

ら
れ

、
本

部
長

が
、

当
該

教
区

の
教

務
所

長
及

び
教

区
委

員
会

と
協

議
し

て
申

請
し

た
と

き
。

�

三
�

寺
院

振
興

対
策

基
本

規
程

施
行

条
例

（
平

成
２

０
年

宗
達

第
１

４
号

）
第

１
３

条
の

規
定

に

該
当

す
る

場
合

に
お

い
て

、
開

教
拠

点
設

置
の

必
要

が
認

め
ら

れ
る

と
き

。
�

２
�

前
項

の
規

定
に

よ
り

取
得

し
た

不
動

産
は

、
そ

の
取

得
目

的
に

従
い

、
開

教
拠

点
と

し
て

活
用

し
よ

う
と

す
る

者
に

、
こ

れ
を

貸
与

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

３
�

不
動

産
の

貸
与

は
、

無
償

貸
与

を
原

則
と

し
、

そ
の

貸
与

期
間

や
管

理
運

営
等

に
つ

い
て

、
あ

ら
か

じ
め

必
要

な
契

約
を

締
結

し
て

行
う

も
の

と
す

る
。

�

（
不

動
産

の
貸

与
申

請
手

続
）

�

第
１

５
条

�
不

動
産

の
貸

与
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

は
、

所
定

の
不

動
産

貸
与

申
請

書
に

、
総

局
の

定
め

る
必

要
書

類
を

添
付

し
て

、
申

請
す

る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

第
５

条
第

４

項
か

ら
第

６
項

ま
で

の
規

定
は

、
不

動
産

の
貸

与
申

請
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

�

（
不

動
産

の
譲

渡
）

�

第
１

６
条

�
総

局
は

、
前

２
条

の
規

定
に

よ
り

不
動

産
の

貸
与

を
受

け
た

者
が

、
当

該
不

動
産

を
基

本
財

産
と

す
る

宗
教

法
人

を
設

立
し

よ
う

と
す

る
場

合
、

そ
の

他
特

に
必

要
と

認
め

た
場

合
に

お

い
て

、
常

務
委

員
会

の
議

決
を

経
て

、
不

動
産

を
譲

渡
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

２
�

不
動

産
の

譲
渡

は
、
譲

渡
金

額
や

支
払

方
法

な
ど

必
要

な
契

約
を

締
結

し
て

行
う

も
の

と
す

る
。
�

（
不

動
産

の
譲

渡
申

請
手

続
）

�

第
１

７
条

�
第

１
５

条
の

規
定

は
、

不
動

産
の

譲
渡

申
請

手
続

に
つ

い
て

準
用

す
る

。
�

�
�

�
第

５
章

�
金

庫
管

理
委

員
会

�

（
金

庫
管

理
委

員
会

の
所

掌
事

項
）

�

第
１

８
条

�
金

庫
管

理
委

員
会

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
項

を
つ

か
さ

ど
る

。
�

�
一

�
金

庫
資

金
の

確
保

に
関

す
る

こ
と

�

�
二

�
貸

付
に

関
す

る
こ

と
�

�
三

�
助

成
金

の
交

付
に

関
す

る
こ

と
�

�
四

�
不

動
産

の
取

得
、

貸
与

及
び

譲
渡

に
関

す
る

こ
と

�

�
五

�
金

庫
の

管
理

運
用

状
況

に
関

す
る

こ
と

�

�
六

�
前

各
号

の
ほ

か
、

総
局

の
指

示
し

た
事

項
に

関
す

る
こ

と
�

（
組

織
）

�

第
１

９
条

�
金

庫
管

理
委

員
会

は
、

委
員

長
１

人
及

び
委

員
若

干
人

で
組

織
す

る
。

�

２
�

委
員

長
は

、
総

長
の

指
名

す
る

総
務

を
も

っ
て

あ
て

、
会

務
を

統
理

す
る

。
�

３
�

委
員

は
、

宗
務

関
係

機
関

の
職

員
及

び
学

識
経

験
の

あ
る

者
の

う
ち

か
ら

、
毎

会
計

年
度

、
総

長
が

指
名

す
る

。
�

４
�

金
庫

管
理

委
員

会
は

、
必

要
の

つ
ど

、
委

員
長

が
招

集
す

る
。

�

５
�

金
庫

管
理

委
員

会
は

、
必

要
に

応
じ

て
、

申
請

者
、

地
元

関
係

者
、

学
識

経
験

の
あ

る
者

及
び

専
門

的
知

識
を

有
す

る
者

を
招

致
し

て
、

意
見

を
聴

取
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

�
�

�
第

６
章

�
補

則
�

（
事

務
所

管
）

�

第
２

０
条

�
金

庫
の

管
理

運
用

及
び

金
庫

管
理

委
員

会
に

関
す

る
事

務
は

、
寺

院
活

動
支

援
部

＜
国

内
伝

道
・

寺
院

伝
道

支
援

担
当

＞
が

所
管

す
る

。
但

し
、

金
庫

の
事

業
で

、
都

市
開

教
の

促
進

そ

の
他

都
市

開
教

対
策

本
部

に
関

係
す

る
業

務
の

処
理

に
つ

い
て

は
、

各
都

市
開

教
対

策
本

部
の

協

力
を

得
て

行
う

も
の

と
す

る
。

�

（
補

則
）

�

第
２

１
条

�
こ

の
宗

達
に

定
め

る
も

の
の

ほ
か

、
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

は
、

総
長

が
決

め
る

。
�

�
�

�
附

�
則

�

１
�

こ
の

宗
達

は
、

平
成

２
０

年
７

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

但
し

、
本

則
第

５
章

の
規

定
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

２
�

国
内

開
教

振
興

金
庫

設
置

規
程

施
行

条
例

（
平

成
１

５
年

宗
達

第
１

５
号

。
以

下
「

旧
条

例
」

と
い

う
。
）

は
、

廃
止

す
る

。
�

３
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

り
資

金
の

貸
付

又
は

不
動

産
の

貸
与

を
受

け
て

い
る

者
は

、
こ

の
宗

達
に

よ
り

貸
付

又
は

貸
与

を
受

け
て

い
る

者
と

み
な

す
。

�

４
�

こ
の

宗
達

施
行

の
際

現
に

廃
止

さ
れ

る
旧

条
例

に
よ

る
国

内
開

教
振

興
金

庫
管

理
委

員
会

の
所

掌
事

項
に

つ
い

て
は

、
こ

の
宗

達
に

よ
る

寺
院

振
興

金
庫

管
理

委
員

会
が

引
き

継
ぐ

も
の

と
す

る
。
�

５
�

本
則

第
７

条
本

文
の

規
定

に
よ

る
申

請
時

期
に

つ
い

て
は

、
平

成
２

０
年

度
に

限
り

、
こ

れ
を

１
２

月
２

５
日

ま
で

と
し

、
同

条
の

規
定

を
準

用
す

る
場

合
も

同
様

と
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

０
・

１
０

・
３

１
―

宗
達

１
６

号
）

�

�
こ

の
宗

達
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

４
・

３
・

３
０

―
宗

達
４

１
号

）
�

�
こ

の
宗

達
は

、
平

成
２

４
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
�

−49−



�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

６
・

３
・

３
１

―
宗

達
６

号
）

�

１
�

こ
の

宗
達

は
、

平
成

２
６

年
４

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

２
�

こ
の

宗
達

施
行

以
前

に
寺

院
及

び
非

法
人

寺
院

を
設

立
し

た
者

に
対

す
る

助
成

金
の

交
付

に
つ

い
て

は
、

な
お

従
前

の
規

定
に

よ
る

。
�

�
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寺
院

規
程

 
昭

和
２

７
年

３
月

２
５

日
 

宗
則

第
１

５
号

 
改

正
�

昭
和

３
１

―
宗

則
１

０
�

昭
和

３
４

―
宗

則
�

４
�

昭
和

５
９

―
宗

則
�

５
�

平
成

１
６

―
宗

則
�

４
�

平
成

１
６

―
宗

則
１

７
�

平
成

２
０

―
宗

則
�

３
�

平
成

２
４

―
宗

則
４

３
�

平
成

２
７

―
宗

則
�

３
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

平
成

３
０

―
宗

則
�

４
�

目
次

�

�
第

１
章

�
総

則
（

第
１

条
―

第
５

条
）

�

�
第

２
章

�
設

立
（

第
６

条
・

第
７

条
）

�

�
第

３
章

�
管

理
�

�
�

第
１

節
�

住
職

、
住

職
代

務
、

兼
務

住
職

及
び

副
住

職
（

第
８

条
―

第
１

５
条

）
�

�
�

第
２

節
�

法
人

の
役

員
（

第
１

６
条

―
第

２
４

条
）

�

�
�

第
３

節
�

寺
族

及
び

門
徒

総
代

等
（

第
２

５
条

―
第

２
９

条
）

�

�
�

第
４

節
�

備
付

表
簿

（
第

３
０

条
）

�

�
第

４
章

�
財

務
（

第
３

１
条

―
第

３
８

条
）

�

�
第

５
章

�
事

業
等

（
第

３
９

条
・

第
４

０
条

）
�

�
第

６
章

�
補

則
（

第
４

１
条

―
第

４
７

条
）

�

�
附

則
�

�
�

�
第

１
章

�
総

�
則

�

（
こ

の
宗

則
の

趣
旨

）
�

第
１

条
�

宗
法

第
４

章
及

び
宗

規
第

４
章

の
規

定
に

よ
る

一
般

寺
院

に
つ

い
て

の
基

本
的

な
事

項
及

び
手

続
等

に
関

し
て

は
、

特
に

定
め

る
場

合
を

除
い

て
、

こ
の

宗
則

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

（
用

語
の

定
義

）
�

第
２

条
�

こ
の

宗
則

に
お

け
る

用
語

の
意

義
は

、
次

の
と

お
り

と
す

る
。

�

一
�

寺
院

と
は

、
特

に
定

め
る

場
合

を
除

い
て

、
一

般
寺

院
を

い
う

。
�

二
�

住
職

と
は

、
一

般
寺

院
の

住
職

を
い

う
。

�

三
�

住
職

代
務

と
は

、
一

般
寺

院
の

住
職

代
務

を
い

う
。

�

（
寺

院
の

目
的

）
�

第
３

条
�

寺
院

は
、

浄
土

真
宗

の
教

義
を

ひ
ろ

め
、

法
要

儀
式

を
行

い
、

そ
の

寺
院

に
所

属
す

る
僧

侶
、

寺
族

、
門

徒
、

信
徒

そ
の

他
の

者
を

教
化

育
成

し
、

公
共

の
福

祉
に

貢
献

す
る

こ
と

を
目

的

と
し

、
そ

の
他

こ
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
の

業
務

及
び

事
業

並
び

に
礼

拝
の

施
設

な
ど

の
財

産

の
維

持
管

理
を

行
う

。
�

（
寺

院
の

責
務

）
�

第
４

条
�

寺
院

は
、

宗
門

及
び

本
山

本
願

寺
を

永
世

護
持

し
、

宗
門

の
規

則
を

誠
実

に
遵

守
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

（
寺

院
に

対
す

る
援

助
）

�

第
５

条
�

総
局

は
、
寺

院
の

不
動

産
そ

の
他

の
重

要
財

産
が

火
災

そ
の

他
の

災
害

に
よ

っ
て

滅
失

し
、

又
は

著
し

い
災

害
を

被
っ

た
と

き
は

、
別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
そ

の
修

復
に

必
要

な
経

費

を
援

助
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

�
�

�
第

２
章

�
設

�
立

�

（
寺

則
の

承
認

）
�

第
６

条
�

寺
院

を
設

立
し

よ
う

と
す

る
者

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

事
項

を
記

載
し

た
寺

則
を

作
成

し
、

所
轄

庁
に

認
証

の
申

請
を

す
る

以
前

に
、

所
定

の
書

類
を

添
え

、
組

長
及

び
教

務
所

長
を

経

由
し

て
、

総
長

の
承

認
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

�
一

�
目

的
�

�
二

�
名

称
�

�
三

�
事

務
所

の
所

在
地

�

�
四

�
宗

教
法

人
「

浄
土

真
宗

本
願

寺
派

」
の

被
包

括
団

体
で

あ
る

こ
と

の
明

示
�

�
五

�
住

職
、

住
職

代
務

に
関

す
る

事
項

�

�
六

�
代

表
役

員
、

責
任

役
員

、
代

務
者

、
仮

代
表

役
員

、
仮

責
任

役
員

及
び

門
徒

総
代

そ
の

他
の

機
関

に
関

す
る

事
項

�

�
七

�
門

徒
に

関
す

る
事

項
�

�
八

�
財

産
管

理
そ

の
他

の
財

務
に

関
す

る
事

項
�

�
九

�
事

業
を

行
う

場
合

に
は

、
そ

の
種

類
及

び
管

理
運

営
又

は
収

益
処

分
に

関
す

る
事

項
�

�
十

�
公

告
の

方
法

�

�
十

一
�

寺
則

の
変

更
に

関
す

る
事

項
�

�
十

二
�

移
転

、
合

併
及

び
解

散
に

関
す

る
事

項
�

�
十

三
�

宗
派

と
の

制
約

事
項

�

�
十

四
�

そ
の

他
前

各
号

に
関

連
し

た
事

項
を

定
め

た
場

合
に

は
、

そ
の

事
項

�

第
７

条
�

こ
の

宗
派

以
外

の
包

括
団

体
に

包
括

さ
れ

る
宗

教
法

人
が

こ
の

宗
派

に
属

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

そ
の

代
表

者
は

、
前

条
の

規
定

に
準

じ
て

、
所

轄
庁

に
認

証
の

申
請

を
す

る
以

前
に

、

総
長

の
承

認
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

�
�

�
第

３
章

�
管

�
理

�

�
�

�
�

第
１

節
�

住
職

、
住

職
代

務
、

兼
務

住
職

及
び

副
住

職
�

（
住

職
）

�

第
８

条
�

寺
院

に
は

、
住

職
１

人
を

置
く

。
�

２
�

住
職

は
、

そ
の

寺
院

に
所

属
す

る
教

師
の

う
ち

か
ら

、
当

該
寺

院
が

申
請

し
た

者
に

つ
い

て
、

門
主

が
任

命
し

、
寺

務
を

主
宰

す
る

。
�

（
住

職
代

務
）

�

第
９

条
�

宗
規

第
４

５
条

第
２

項
の

規
定

に
該

当
し

た
場

合
に

は
、

住
職

代
務

１
人

を
置

く
。

�

２
�

住
職

代
務

は
、

教
師

の
う

ち
か

ら
、

寺
院

が
申

請
し

た
者

に
つ

い
て

、
総

長
が

任
命

し
、

住
職
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に
代

っ
て

そ
の

職
務

を
行

う
。

�

３
�

住
職

代
務

の
任

期
は

、
２

年
と

し
、

再
任

さ
れ

る
こ

と
が

で
き

る
。

但
し

、
特

別
の

事
由

が
あ

る
場

合
に

は
、

寺
院

の
申

請
に

よ
り

、
総

長
の

承
認

を
得

て
、

住
職

代
務

の
任

期
を

４
年

と
す

る

こ
と

が
で

き
る

。
�

４
�

住
職

代
務

は
、

代
務

す
る

寺
院

の
僧

侶
と

し
て

、
宗

会
議

員
の

選
挙

権
及

び
被

選
挙

権
並

び
に

教
区

会
議

員
の

被
選

挙
権

を
有

し
な

い
と

と
も

に
、

組
長

及
び

副
組

長
に

も
就

任
で

き
な

い
。

�

５
�

住
職

代
務

は
、

そ
の

置
く

べ
き

事
由

が
な

く
な

っ
た

と
き

は
、

当
然

そ
の

職
を

退
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

（
兼

務
住

職
）

�

第
１

０
条

�
住

職
が

死
亡

そ
の

他
の

事
由

に
よ

っ
て

欠
け

た
場

合
に

お
い

て
、

相
当

の
期

間
後

任
住

職
の

任
命

の
申

請
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
な

ど
特

に
必

要
と

認
め

ら
れ

る
事

由
が

あ
る

と
き

は
、

寺
院

の
申

請
に

よ
り

、
総

長
は

、
当

該
寺

院
以

外
の

寺
院

に
所

属
す

る
住

職
を

当
該

寺
院

の

住
職

（
以

下
「

兼
務

住
職

」
と

い
う

。
）

と
し

て
任

命
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

２
�

住
職

が
兼

務
で

き
る

寺
院

は
、

自
己

が
所

属
す

る
寺

院
の

所
在

す
る

組
内

の
寺

院
及

び
そ

れ
に

隣
接

す
る

組
内

の
寺

院
を

原
則

と
し

、
自

己
が

所
属

す
る

寺
院

を
除

い
て

２
か

寺
以

内
と

す
る

。
�

３
�

兼
務

住
職

の
任

期
は

、
４

年
と

し
、

再
任

さ
れ

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

４
�

兼
務

住
職

は
、

当
該

寺
院

の
寺

務
を

主
宰

し
、

そ
の

置
く

べ
き

事
由

が
な

く
な

っ
た

と
き

、
又

は
自

己
が

所
属

す
る

寺
院

の
住

職
を

退
任

し
た

時
は

、
そ

の
職

を
退

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

５
�

前
条

第
４

項
の

規
定

は
、

兼
務

住
職

に
つ

い
て

準
用

す
る

。
�

（
住

職
、

住
職

代
務

及
び

兼
務

住
職

の
任

命
申

請
）

�

第
１

１
条

�
寺

院
が

住
職

、
住

職
代

務
又

は
兼

務
住

職
の

任
命

を
申

請
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
住

職
、

住
職

代
務

又
は

兼
務

住
職

が
次

の
各

号
に

掲
げ

る
者

の
同

意
を

得
て

、
行

う
も

の
と

す
る

。

但
し

、
住

職
代

務
又

は
兼

務
住

職
が

申
請

す
る

場
合

に
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
者

の
ほ

か
、

寺

族
代

表
者

の
同

意
を

得
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

�
一

�
就

任
を

予
定

さ
れ

て
い

る
者

�

�
二

�
責

任
役

員
�

�
三

�
門

徒
総

代
�

２
�

前
項

の
ほ

か
、

兼
務

住
職

を
申

請
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
申

請
し

よ
う

と
す

る
兼

務
住

職
が

所
属

す
る

寺
院

の
責

任
役

員
及

び
門

徒
総

代
の

同
意

を
得

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

第
１

２
条

�
寺

院
が

住
職

、
住

職
代

務
又

は
兼

務
住

職
の

任
命

を
申

請
し

よ
う

と
す

る
場

合
に

お
い

て
、

住
職

、
住

職
代

務
又

は
兼

務
住

職
が

共
に

な
い

と
き

は
、

責
任

役
員

の
互

選
し

た
者

（
代

表

役
員

又
は

そ
の

代
務

者
が

い
る

と
き

は
そ

の
者

）
が

、
前

条
第

１
項

但
書

の
規

定
に

従
い

、
任

命

の
申

請
を

行
う

も
の

と
す

る
。

�

第
１

３
条

�
住

職
、

住
職

代
務

又
は

兼
務

住
職

が
死

亡
そ

の
他

の
事

由
に

よ
っ

て
欠

け
た

と
き

は
、

直
ち

に
後

任
の

住
職

又
は

住
職

代
務

を
置

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

第
１

４
条

�
宗

規
第

４
５

条
第

４
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

住
職

又
は

住
職

代
務

が
特

命
さ

れ
た

と
き

は
、

当
該

寺
院

の
住

職
又

は
住

職
代

務
は

、
特

命
さ

れ
た

住
職

又
は

住
職

代
務

の
在

任
中

、
当

該

寺
院

の
寺

務
に

従
わ

ざ
る

も
の

と
す

る
。

�

（
副

住
職

）
�

第
１

５
条

�
寺

院
に

、
副

住
職

２
人

以
内

を
置

く
こ

と
が

で
き

る
。

�

２
�

副
住

職
は

、
そ

の
寺

院
に

所
属

す
る

教
師

の
う

ち
か

ら
、

住
職

の
申

請
に

よ
っ

て
、

総
長

が
任

命
す

る
。

�

３
�

副
住

職
は

、
住

職
を

補
佐

し
て

、
寺

門
の

護
持

発
展

に
努

め
る

も
の

と
す

る
。

�

�
�

�
�

第
２

節
�

法
人

の
役

員
�

（
代

表
役

員
及

び
責

任
役

員
）

�

第
１

６
条

�
寺

院
に

は
、

責
任

役
員

３
人

以
上

を
置

き
、

そ
の

う
ち

１
人

を
代

表
役

員
と

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

（
職

務
）

�

第
１

７
条

�
代

表
役

員
は

、
法

人
を

代
表

し
、

そ
の

事
務

を
総

理
す

る
。

�

２
�

責
任

役
員

は
、

寺
院

の
事

務
の

決
定

に
加

わ
る

ほ
か

、
住

職
及

び
代

表
役

員
を

補
佐

し
て

、
寺

門
の

護
持

発
展

に
努

め
る

も
の

と
す

る
。

�

３
�

代
表

役
員

及
び

責
任

役
員

が
そ

の
職

務
を

執
行

す
る

に
当

っ
て

、
住

職
が

責
任

役
員

に
加

わ
っ

て
い

な
い

と
き

は
、

十
分

住
職

の
意

思
を

尊
重

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

第
１

８
条

�
第

１
１

条
及

び
第

１
２

条
の

規
定

は
、

宗
規

第
４

６
条

第
２

項
但

書
の

規
定

に
よ

っ
て

住
職

以
外

の
者

が
代

表
役

員
の

代
務

者
に

就
任

し
よ

う
と

す
る

場
合

の
任

命
の

申
請

に
つ

い
て

準

用
す

る
。

�

（
任

期
）

�

第
１

９
条

�
住

職
以

外
の

者
が

代
表

役
員

に
就

任
し

た
と

き
は

、
そ

の
代

表
役

員
の

任
期

は
、

４
年

と
す

る
。

但
し

、
再

任
さ

れ
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

２
�

前
項

の
規

定
は

、
代

表
役

員
以

外
の

責
任

役
員

の
任

期
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

但
し

、
住

職
が

責
任

役
員

で
あ

る
と

き
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。
�

３
�

代
表

役
員

及
び

責
任

役
員

は
、
退

任
又

は
任

期
満

了
の

後
で

も
後

任
者

が
任

命
さ

れ
る

時
ま

で
、

な
お

そ
の

職
務

を
行

う
も

の
と

す
る

。
�

４
�

代
表

役
員

及
び

責
任

役
員

が
、

宗
規

第
４

６
条

第
３

項
各

号
に

掲
げ

る
該

当
資

格
を

失
な

っ
た

と
き

は
、

退
任

し
た

も
の

と
す

る
。

�

第
２

０
条

�
第

１
３

条
の

規
定

は
、

代
表

役
員

又
は

責
任

役
員

が
欠

け
た

場
合

に
準

用
す

る
。

�

（
代

務
者

）
�

第
２

１
条

�
代

表
役

員
及

び
責

任
役

員
が

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
し

た
と

き
は

、
代

務
者

を
置

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

�
一

�
代

表
役

員
又

は
責

任
役

員
が

死
亡

そ
の

他
の

事
由

に
よ

っ
て

欠
け

た
場

合
に

お
い

て
、

速
や

か
に

後
任

者
を

選
ぶ

こ
と

が
で

き
な

い
と

き
�

�
二

�
代

表
役

員
又

は
責

任
役

員
が

病
気

そ
の

他
の

事
由

に
よ

っ
て

３
か

月
以

上
そ

の
職

務
を

行
う

こ
と

が
で

き
な

い
と

き
�

（
代

務
者

の
職

務
）

�
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第
２

２
条

�
代

務
者

は
、

寺
則

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
代

表
役

員
又

は
責

任
役

員
に

代
っ

て
そ

の
職

務
を

行
い

、
そ

の
置

く
べ

き
事

由
が

な
く

な
っ

た
と

き
は

、
当

然
そ

の
職

を
退

く
も

の
と

す

る
。

�

（
仮

代
表

役
員

及
び

仮
責

任
役

員
）

�

第
２

３
条

�
代

表
役

員
は

、
そ

の
寺

院
と

利
益

が
相

反
す

る
事

項
に

つ
い

て
は

、
代

表
権

を
有

し
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

は
、

当
該

寺
院

が
所

在
す

る
教

区
の

教
務

所
長

又
は

教
務

所
長

が
指

名

す
る

者
が

仮
代

表
役

員
と

な
り

、
当

該
寺

院
を

代
表

す
る

。
�

２
�

責
任

役
員

は
、

そ
の

寺
院

と
特

別
の

利
害

関
係

が
あ

る
事

項
に

つ
い

て
は

、
議

決
権

を
有

し
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
議

決
権

を
有

す
る

者
の

員
数

が
責

任
役

員
の

定
数

の
過

半
数

に
満

た

な
い

こ
と

と
な

っ
た

と
き

は
、

寺
則

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
そ

の
過

半
数

に
達

す
る

ま
で

の

員
数

以
上

の
仮

責
任

役
員

を
選

ば
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

（
職

務
）

�

第
２

４
条

�
仮

代
表

役
員

及
び

仮
責

任
役

員
は

、
該

当
事

項
に

つ
い

て
、

代
表

役
員

及
び

責
任

役
員

に
代

っ
て

そ
の

職
務

を
行

う
。

�

�
�

�
�

第
３

節
�

寺
族

及
び

門
徒

総
代

等
�

（
寺

族
、

坊
守

及
び

寺
族

代
表

者
）

�

第
２

５
条

�
寺

院
に

、
寺

族
、
坊

守
及

び
寺

族
代

表
者

を
置

き
、
そ

の
選

定
方

法
な

ど
に

つ
い

て
は

、

別
に

定
め

る
。

�

（
門

徒
）

�

第
２

６
条

�
門

徒
に

な
ろ

う
と

す
る

者
は

、
当

該
寺

院
の

門
徒

名
簿

に
登

録
を

申
請

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

２
�

門
徒

が
、

所
属

寺
院

を
転

換
し

、
又

は
離

脱
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
当

該
寺

院
の

門
徒

名
簿

の
抹

消
を

申
請

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

３
�

門
徒

名
簿

の
登

録
及

び
抹

消
は

、
住

職
が

行
い

、
そ

の
旨

を
総

局
に

届
け

出
る

も
の

と
す

る
。

�

（
門

徒
総

代
）

�

第
２

７
条

�
寺

院
に

は
諮

問
機

関
と

し
て

、
門

徒
総

代
を

置
く

。
�

２
�

門
徒

総
代

は
、

寺
則

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
そ

の
職

務
を

行
い

、
住

職
及

び
代

表
役

員
を

補
佐

し
て

、
そ

の
諮

問
に

応
じ

て
意

見
を

具
申

す
る

も
の

と
す

る
。

�

（
門

徒
総

代
の

任
期

及
び

そ
の

解
任

）
�

第
２

８
条

�
門

徒
総

代
の

任
期

は
、

４
年

と
す

る
。

但
し

、
再

任
さ

れ
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

２
�

門
徒

総
代

が
そ

の
職

務
の

執
行

に
当

り
、

正
し

く
な

い
行

為
の

あ
っ

た
と

き
は

、
住

職
は

、
責

任
役

員
の

同
意

を
得

て
、

解
任

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

３
�

住
職

は
、

門
徒

総
代

を
委

嘱
又

は
解

任
し

た
と

き
は

速
や

か
に

そ
の

者
の

氏
名

、
住

所
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

総
局

に
届

け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

（
機

関
の

設
置

）
�

第
２

９
条

�
寺

院
に

は
、

門
徒

総
代

の
ほ

か
、

必
要

に
応

じ
て

、
顧

問
、

参
与

、
世

話
係

そ
の

他
の

機
関

を
設

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

２
�

前
条

第
２

項
の

規
定

は
、

前
項

の
機

関
の

職
に

あ
る

者
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

�

�
�

�
�

第
４

節
�

備
付

表
簿

�

第
３

０
条

�
寺

院
に

は
、

常
に

次
の

各
号

に
掲

げ
る

書
類

及
び

帳
簿

を
備

え
、

こ
れ

ら
を

整
備

す
る

も
の

と
す

る
。

�

�
一

�
寺

則
及

び
所

轄
庁

の
認

証
書

�

�
二

�
役

員
名

簿
�

�
三

�
寺

族
名

簿
及

び
坊

守
名

簿
�

�
四

�
門

徒
名

簿
�

�
五

�
過

去
帳

又
は

こ
れ

に
類

す
る

帳
簿

�

�
六

�
境

内
建

物
及

び
境

内
地

の
図

面
�

�
七

�
財

産
目

録
�

�
八

�
資

産
の

状
況

を
表

わ
す

書
類

�

�
九

�
責

任
役

員
そ

の
他

寺
則

で
定

め
た

機
関

の
議

事
録

及
び

事
務

処
理

簿
�

�
十

�
事

業
を

行
う

場
合

に
は

そ
の

事
業

に
関

す
る

書
類

�

�
十

一
�

そ
の

他
必

要
な

書
類

�

２
�

前
項

第
５

号
の

規
定

に
よ

る
過

去
帳

又
は

こ
れ

に
類

す
る

帳
簿

の
取

扱
い

に
つ

い
て

は
、

同
朋

教
団

の
本

旨
に

反
し

な
い

よ
う

、
そ

の
取

扱
い

に
つ

い
て

の
基

準
を

定
め

る
も

の
と

す
る

。
�

�
�

�
第

４
章

�
財

�
務

�

（
財

産
の

管
理

）
�

第
３

１
条

�
寺

院
の

財
産

は
、

代
表

役
員

が
管

理
す

る
。

�

２
�

代
表

役
員

は
、

そ
の

保
護

管
理

す
る

財
産

に
つ

い
て

は
、

寺
則

の
定

め
る

と
こ

ろ
に

従
い

、
常

に
良

好
の

状
態

に
お

い
て

管
理

し
、

寺
院

の
目

的
以

外
の

目
的

の
た

め
に

使
用

し
、

又
は

濫
用

し

て
は

な
ら

な
い

。
�

（
財

産
の

区
分

）
�

第
３

２
条

�
寺

院
の

財
産

は
、

特
別

財
産

、
基

本
財

産
及

び
運

用
財

産
と

す
る

。
�

２
�

特
別

財
産

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

財
産

と
す

る
。

�

�
一

�
本

尊
、

影
像

そ
の

他
礼

拝
の

対
象

と
な

る
有

体
物

�

�
二

�
法

物
�

３
�

基
本

財
産

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

財
産

と
す

る
。

�

�
一

�
不

動
産

�

�
二

�
宝

物
�

�
三

�
基

本
財

産
と

し
て

指
定

寄
附

を
受

け
た

有
価

証
券

、
現

金
そ

の
他

の
動

産
�

�
四

�
基

本
財

産
に

編
入

す
る

こ
と

を
責

任
役

員
が

議
決

し
た

有
価

証
券

、
現

金
そ

の
他

の
動

産
�

４
�

運
用

財
産

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

財
産

と
す

る
。

�

�
一

�
懇

志
�

�
二

�
基

本
財

産
か

ら
生

ず
る

果
実

�

�
三

�
特

別
財

産
及

び
基

本
財

産
以

外
の

財
産

並
び

に
雑

収
入

�
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（
特

別
財

産
、

基
本

財
産

の
設

定
及

び
変

更
）

�

第
３

３
条

�
特

別
財

産
若

し
く

は
基

本
財

産
の

設
定

又
は

そ
の

変
更

は
、
責

任
役

員
の

決
定

を
経

て
、

代
表

役
員

が
行

う
。

但
し

、
住

職
が

責
任

役
員

に
加

わ
っ

て
い

な
い

と
き

は
、

住
職

の
同

意
を

得

て
行

う
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
住

職
が

な
い

と
き

は
、

寺
族

代
表

者
の

同
意

を
得

る
も

の
と

す

る
。

�

（
財

産
の

保
管

方
法

）
�

第
３

４
条

�
寺

院
は

、
そ

の
不

動
産

は
必

要
な

登
記

を
し

、
基

本
財

産
た

る
現

金
は

、
不

動
産

若
し

く
は

確
実

な
有

価
証

券
に

替
え

、
又

は
確

実
な

銀
行

に
預

け
、

そ
の

他
適

当
な

方
法

で
管

理
す

る

よ
う

に
す

る
も

の
と

す
る

。
�

（
財

産
処

分
等

の
手

続
）

�

第
３

５
条

�
寺

院
が

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
行

為
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、
門

徒
総

代
に

諮
問

し
、

住
職

が
責

任
役

員
に

加
わ

っ
て

い
な

い
と

き
は

、
住

職
の

承
認

を
得

、
そ

の
行

為
の

少
な

く
と

も

１
か

月
前

に
門

徒
そ

の
他

の
利

害
関

係
人

に
対

し
、

そ
の

行
為

の
要

旨
を

示
し

て
、

そ
の

旨
を

公

告
す

る
も

の
と

す
る

。
但

し
、

第
３

号
か

ら
第

５
号

ま
で

に
掲

げ
る

行
為

が
緊

急
の

必
要

に
基

づ

く
も

の
で

あ
り

、
又

は
軽

微
の

も
の

で
あ

る
場

合
及

び
第

５
号

に
掲

げ
る

行
為

が
一

時
の

期
間

に

か
か

る
も

の
で

あ
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

�

�
一

�
不

動
産

又
は

財
産

目
録

に
掲

げ
る

宝
物

を
処

分
し

、
又

は
担

保
に

供
す

る
こ

と
�

�
二

�
借

入
（

当
該

会
計

年
度

内
の

収
入

で
償

還
す

る
一

時
の

借
入

を
除

く
。
）
又

は
保

証
を

す
る

こ

と
�

�
三

�
主

要
な

境
内

建
物

の
新

築
、

改
築

、
増

築
、

移
築

、
除

却
又

は
著

し
い

模
様

替
を

す
る

こ
と

�

�
四

�
境

内
地

の
著

し
い

模
様

替
を

す
る

こ
と

�

�
五

�
主

要
な

境
内

建
物

の
用

途
若

し
く

は
境

内
地

の
用

途
を

変
更

し
、

又
は

こ
れ

ら
を

寺
院

の
目

的
以

外
の

目
的

の
た

め
に

供
す

る
こ

と
�

（
予

算
の

編
成

）
�

第
３

６
条

�
寺

院
の

毎
会

計
年

度
に

お
け

る
す

べ
て

の
収

入
及

び
支

出
は

、
す

べ
て

会
計

年
度

開
始

前
に

予
算

に
編

成
す

る
も

の
と

す
る

。
�

（
財

産
目

録
及

び
決

算
の

作
成

）
�

第
３

７
条

�
寺

院
の

財
産

目
録

及
び

決
算

は
、

毎
会

計
年

度
終

了
後

３
か

月
以

内
に

作
成

す
る

も
の

と
す

る
。

�

（
会

計
年

度
）

�

第
３

８
条

�
寺

院
の

会
計

年
度

は
、

毎
年

４
月

１
日

に
始

ま
り

、
翌

年
３

月
３

１
日

に
終

る
も

の
と

す
る

。
�

�
�

�
第

５
章

�
事

業
等

�

（
事

業
）

�

第
３

９
条

�
寺

院
は

、
浄

土
真

宗
の

教
義

に
基

づ
き

、
第

３
条

の
目

的
に

反
し

な
い

限
り

、
公

益
事

業
又

は
公

益
事

業
以

外
の

事
業

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

�

２
�

前
項

の
事

業
を

経
営

す
る

寺
院

は
、

そ
の

事
業

を
行

う
た

め
に

必
要

な
手

続
き

を
し

た
後

、
そ

の
名

称
、

目
的

、
所

在
地

、
種

類
、

機
関

、
財

務
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

記
載

し
て

、
総

局
に

届

け
出

る
も

の
と

す
る

。
�

（
講

社
そ

の
他

の
所

属
団

体
）

�

第
４

０
条

�
寺

院
は

、
そ

の
目

的
達

成
に

資
す

る
た

め
、

講
社

そ
の

他
の

所
属

団
体

を
組

織
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

�

２
�

講
社

そ
の

他
の

所
属

団
体

を
組

織
し

た
と

き
は

、
住

職
は

、
前

条
第

２
項

の
規

定
に

準
じ

総
局

に
届

け
出

る
も

の
と

す
る

。
�

�
�

�
第

６
章

�
補

�
則

�

（
寺

則
の

変
更

）
�

第
４

１
条

�
寺

院
が

寺
則

を
変

更
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
門

徒
総

代
に

諮
問

し
、

責
任

役
員

の
３

分
の

２
以

上
の

多
数

の
議

決
を

経
て

、
総

長
の

承
認

を
受

け
た

後
、

所
轄

庁
に

認
証

の
申

請
を

す

る
も

の
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

住
職

が
責

任
役

員
に

加
わ

っ
て

い
な

い
と

き
は

、
責

任

役
員

の
議

決
に

先
立

ち
住

職
の

同
意

を
得

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
�

２
�

前
項

の
規

定
に

よ
る

ほ
か

、
寺

院
が

従
た

る
事

務
所

を
設

置
す

る
場

合
に

は
、

従
た

る
事

務
所

を
設

置
し

よ
う

と
す

る
地

域
の

組
長

及
び

教
務

所
長

の
承

認
を

経
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

�

３
�

第
１

項
の

規
定

は
、

寺
院

が
移

転
、

合
併

、
解

散
を

し
よ

う
と

す
る

場
合

に
準

用
す

る
。

�

（
登

記
に

関
す

る
届

出
）

�

第
４

２
条

�
寺

院
が

設
立

、
合

併
、

解
散

の
登

記
そ

の
他

必
要

な
登

記
を

し
た

と
き

は
、

遅
滞

な
く

登
記

簿
の

謄
本

又
は

そ
の

登
記

し
た

事
項

に
か

か
る

抄
本

を
添

え
て

、
そ

の
旨

を
総

局
に

届
け

出

る
も

の
と

す
る

。
�

（
報

告
）

�

第
４

３
条

�
寺

院
は

、
宗

務
機

関
か

ら
寺

院
の

経
営

に
関

す
る

報
告

を
求

め
ら

れ
た

と
き

は
、

文
書

で
報

告
す

る
も

の
と

す
る

。
�

（
欠

格
）

�

第
４

４
条

�
宗

規
第

１
３

条
の

規
定

は
、

寺
院

の
住

職
、

住
職

代
務

、
副

住
職

、
法

人
の

役
員

及
び

門
徒

総
代

の
欠

格
に

つ
い

て
準

用
す

る
。
但

し
、
同

条
第

４
号

中
「

軽
戒

」
と

あ
る

の
は
「

重
戒

」

と
読

み
替

え
る

も
の

と
す

る
。

�

（
寺

院
に

対
す

る
規

制
）

�

第
４

５
条

�
寺

院
が

宗
門

の
規

則
に

従
わ

ず
、

及
び

そ
の

寺
則

に
違

反
し

て
公

共
の

福
祉

を
害

す
る

よ
う

な
行

為
が

あ
っ

た
と

き
は

、
総

局
は

、
適

当
な

指
示

を
与

え
、

又
は

そ
の

他
の

処
置

を
と

る

こ
と

が
で

き
る

。
�

（
公

告
に

つ
い

て
の

処
置

）
�

第
４

６
条

�
寺

院
は

、
そ

の
公

告
し

た
事

項
に

つ
い

て
、

門
徒

そ
の

他
の

利
害

関
係

人
が

、
そ

の
意

見
を

申
し

述
べ

た
と

き
は

、
そ

の
意

見
を

十
分

に
考

慮
し

て
、

適
切

な
方

途
を

講
じ

る
よ

う
に

努

め
る

も
の

と
す

る
。

�

（
宗

達
へ

の
委

任
）

�

第
４

７
条

�
こ

の
宗

則
の

施
行

に
つ

い
て

必
要

な
事

項
は

、
宗

達
で

定
め

る
。

�
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�
�

�
�

附
�

則
�

１
�

こ
の

宗
則

は
、

宗
規

施
行

の
日

か
ら

施
行

す
る

。
（

２
７

・
５

・
３

１
）

�

２
�

寺
院

規
程

（
昭

和
２

１
年

宗
則

第
８

号
）

は
、

廃
止

す
る

。
�

３
�

こ
の

宗
則

施
行

の
際

現
に

存
す

る
前

項
の

寺
院

規
程
（

以
下
「

旧
規

程
」
と

い
う

。
）
に

よ
る

寺

院
（

宗
教

法
人

た
る

教
会

を
除

く
。
以

下
同

じ
。
）
は

、
こ

の
宗

則
施

行
後

も
、
旧

規
程

に
よ

る
寺

院
と

し
て

存
続

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

４
�

旧
規

程
は

、
前

項
の

寺
院

に
つ

い
て

は
、

寺
院

が
宗

教
法

人
法

に
よ

る
新

宗
教

法
人

と
し

て
設

立
の

登
記

を
完

了
す

る
時

ま
で

、
な

お
そ

の
効

力
を

有
す

る
。

�

５
�

宗
教

法
人

法
附

則
第

５
項

及
び

第
６

項
の

規
定

に
よ

り
、

第
３

項
の

寺
院

が
新

宗
教

法
人

と
な

ろ
う

と
す

る
と

き
は

、
第

２
章

の
規

定
に

従
い

、
寺

則
を

作
成

し
、

総
長

の
承

認
を

受
け

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

�

６
�

旧
規

程
に

よ
る

寺
院

が
、

前
項

の
規

定
に

よ
り

、
昭

和
２

７
年

１
０

月
２

日
ま

で
に

、
新

宗
教

法
人

と
な

ろ
う

と
す

る
申

請
を

し
な

か
っ

た
と

き
は

、
届

出
の

な
い

限
り

解
散

し
た

も
の

と
み

な

し
て

、
当

該
寺

院
を

宗
務

所
備

付
の

寺
院

台
帳

か
ら

削
除

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
�

７
�

当
分

の
間

、
宗

教
法

人
で

な
い

教
会

に
関

す
る

事
項

は
、

宗
達

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。
�

�
�

�
附

�
則

（
昭

和
３

１
・

３
・

２
５

―
宗

則
１

０
号

）
�

�
こ

の
宗

則
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
昭

和
３

４
・

４
・

１
―

宗
則

４
号

）
�

�
こ

の
宗

則
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
昭

和
５

９
・

３
・

９
―

宗
則

５
号

）
�

�
こ

の
宗

則
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
１

６
・

３
・

１
０

―
宗

則
４

号
）

�

１
�

こ
の

宗
則

は
、

発
布

の
日

か
ら

施
行

す
る

。
�

２
�

宗
教

法
人

法
の

改
正

に
伴

う
宗

務
措

置
に

関
す

る
宗

則
（

平
成

８
年

宗
則

第
４

号
）

は
、

廃
止

す
る

。
�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
１

６
・

１
１

・
２

―
宗

則
１

７
号

）
�

�
こ

の
宗

則
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

０
・

２
・

２
９

―
宗

則
３

号
）

�

�
こ

の
宗

則
は

、
平

成
２

０
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
�

附
�

則
（

平
成

２
４

・
２

・
１

０
―

宗
則

４
３

号
）

�

１
�

こ
の

宗
則

は
、

平
成

２
４

年
４

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

２
�

こ
の

宗
則

施
行

の
際

現
に

存
す

る
宗

教
法

人
た

る
教

会
は

、
こ

の
宗

則
に

よ
る

一
般

寺
院

と
み

な
す

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

現
に

教
会

の
主

管
者

た
る

者
は

、
こ

の
宗

則
に

よ
る

一
般

寺
院

の

住
職

と
み

な
す

。
�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
２

７
・

３
・

２
４

―
宗

則
４

号
）

�

�
こ

の
宗

則
は

、
発

布
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

�
�

�
附

�
則

（
平

成
３

０
・

３
・

２
８

―
宗

則
４

号
）

�

１
�

こ
の

宗
則

は
、

平
成

３
０

年
４

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

�

２
�

僧
侶

規
程

（
昭

和
２

１
年

宗
則

第
９

号
）

の
一

部
を

次
の

よ
う

に
変

更
す

る
。

�

�
�

第
９

条
の

３
第

１
項

中
「

住
職

代
務

」
を

「
住

職
代

務
及

び
寺

院
規

程
（

昭
和

２
７

年
宗

則
第

１
５

号
）

第
１

０
条

の
規

定
に

よ
る

住
職

に
改

め
る

。
�

３
�

冥
加

金
規

程
（

昭
和

２
２

年
宗

則
第

３
７

号
）

の
一

部
を

次
の

よ
う

に
変

更
す

る
。

�

�
�

別
表

中
� 種
�

�
�

�
別

 
金

�
�

�
�

額
 

備
�

�
�

�
考

 
住

職
就

任
申

請
冥

加
 

１
５

万
円

 
 

 
種

�
�

�
�

別
 

金
�

�
�

�
額

 
備

�
�

�
考

 

住
職

就
任

申
請

冥
加

 

１
５

万
円

。
但

し
、
寺

院
規

程
（

昭
和

２
７

年
宗

則
第

１

５
号

）
第

１
０

条
の

規
定

に

基
づ

く
申

請
の

場
合

は
、
７

万
円

と
し

、
再

任
の

場
合

を

除
く

。
 

 

改
め

る
。

 
４

�
寺

族
規

程
（

平
成

１
６

年
宗

則
第

１
１

号
）

の
一

部
を

次
の

よ
う

に
変

更
す

る
。

 
第

５
条

第
３

項
を

次
の

よ
う

に
改

め
る

。
 

３
�

寺
族

代
表

者
は

、
次

の
各

号
に

掲
げ

る
事

項
を

行
う

。
 

一
�

寺
院

規
程

（
昭

和
２

７
年

宗
則

第
１

５
号

）
第

１
１

条
（

住
職

、
住

職
代

務
及

び
兼

務
住

職
の

任
命

申
請

）
及

び
第

３
３

条
（

特
別

財
産

、
基

本
財

産
の

設
定

及
び

変
更

）
の

規
定

に

よ
る

場
合

の
同

意
に

関
す

る
こ

と
。

 
二

�
僧

侶
規

程
（

昭
和

２
１

年
宗

則
第

９
号

）
第

７
条

（
衆

徒
の

所
属

寺
院

変
更

）
第

２
項

の

規
定

に
よ

る
場

合
の

承
認

に
関

す
る

こ
と

。
 

三
�

宗
門

福
祉

共
済

年
金

制
度

規
程

施
行

条
例

（
平

成
１

５
年

宗
達

第
１

６
号

）
第

２
条

（
加

入
者

の
加

入
手

続
）

第
２

項
の

規
定

に
よ

る
場

合
の

認
印

に
関

す
る

こ
と

。
 

四
�

前
各

号
の

ほ
か

、
責

任
役

員
会

の
議

決
に

よ
り

委
任

さ
れ

た
事

項
 

第
６

条
第

１
項

中
「

住
職

代
務

が
当

該
名

簿
の

抹
消

を
行

う
と

き
は

」
を

「
寺

院
規

程
第

１
０

条
の

規
定

に
よ

る
住

職
又

は
住

職
代

務
が

当
該

名
簿

の
抹

消
を

行
う

と
き

は
」

に
改

め
る

。
 

５
�

総
局

は
、

こ
の

宗
則

施
行

の
日

に
か

か
わ

ら
ず

、
あ

ら
か

じ
め

必
要

な
準

備
措

置
を

講
じ

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

。
 

�

「
 

「
 

」
 

」
 

を
 

に
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宗宗門門ににおおけけるる「「過過疎疎地地域域」」のの定定義義��

�

�

宗門における「過疎地域」は、国の定める「過疎地域自立促進特別措置法」

（以下「過疎法」）に定義される過疎地域を適用し準用する。�

［註］�����平成 ���年度寺院活動支援部＜過疎地域対策担当＞立案第 �� 号��平成 �� 年 � 月 � 日付決裁�に基づく。 �

�

�

次の地域を宗門において「過疎地域」と定める。�

「過疎地域市町村」�

� � � 人口要件、財政力要件ともに該当する市町村。�

（「過疎法」第２条第１項及び第３２条）�

「過疎地域とみなされる市町村」�

� � � 過疎地域市町村を含む合併による新市町村で人口要件、財政力要件、公共施設の

整備状況、人口・面積の規模の各要件に該当する市町村。�

（「過疎法」第３３条第１項）�

「過疎地域とみなされる区域のある市町村」�

� � � 過疎地域市町村を含む合併による新市町村は、過疎地域市町村の要件・過疎地域

とみなされる市町村の要件ともに該当しない場合でも、その新市町村のうち合併

前に過疎地域であった市町村の区域は過疎地域とみなされる。�

（「過疎法」第３３条第２項）�

�

以� 上�

�

�

�

�

�

�
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